
 

 

 

 

広島デジフラ構想に基づく具体な取組の進捗状況について 

 

１ 要旨・目的 

  令和３年３月に策定した「広島デジフラ構想」（以下、「構想」という。）に掲げる各取組（51項

目）の進捗状況を報告する。 

 

２ 現状・背景 

  建設分野における調査、設計、維持管理のあらゆる段階において、デジタル技術を最大限に活用し、

官民が連携してインフラをより効果的・効率的にマネジメントしていくため、構想を策定し推進してい

る。 

 

３ 概要 

(1)  対象者 

県民、民間事業者 

 

(2)  進捗状況（これまでの取組成果） 

電子契約システムの運用開始や、ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の抽出が完了するなど、新

たに４項目の取組案が実装段階に移行し、計 36の取組が実装段階となった。（詳細は別紙-１及び

別紙-２参照） 

取 組 案 

年度 
実装段階※ 

（一部実装も含む） 
実証段階 検討段階 

その他 
（研修等） 

計 

令和 6 年度 32 13 １ ４ 50 

令和 7 年度 

上半期 
36 10 １ ４ 51 

※デジタル技術の実装や、新システムの運用開始、デジタル技術を運用するための制度改正等 

 

(3)  スケジュール 

   令和３年度から令和７年度までの５年間 

 

(4)  予算（補助事業・単県） 

561,260 千円 

 

(5)  今後の対応 

各取組の進捗状況等については、県ホームページで公表するなど、様々な媒体を通じて広く周知

を図る。 

また、現構想の策定から４年が経過し、社会状況の変化などを踏まえ、柔軟かつ適切に対応する

ため、現構想の取組成果や課題を反映させながら見直しを行う。 

令和７年 11 月 25 日 
課 名 土木建築局建設ＤＸ担当 
担当者 課長 為重 
内 線 3863 

資料番号   ９ 
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新たなサービス・付加価値の創出取組分類

これまでの主な成果（赤字箇所が令和７年度の取組成果） （別紙-１）

②価値あるデータの整備

・国・県に加え、市町の主要道路の規制情報を公開（R5.6）
・国土交通データプラットフォームとの相互システム間連携開始（R7.7） 浸水想定、土砂災害などのリスク情報を公開（R4.6）

インフラマネジメント基盤DoboXの構築・運用拡大

防災マップづくり（地域活動）

防災アプリ（R6.4運用開始）

【ユーザーの主な声】
・「自分の命は自分で守

る」ための判断材料と
なる情報源だ。

・とても便利なアプリで地
域活動に活用したい。

県土全体の３次元デジタル化 都市計画基礎調査結果のオープンデータ化

県内全域で３次元点群データを公開（R4.6）

・都市計画区域等に加え土地や建物の利用現況等を公開（R5.7）
・都市計画基礎調査結果のオープンデータ化を完了(R6.8)
・建築確認情報（確認済証番号）を公開（R7.9）

民間ニーズ等を踏まえたデータ整備・利活用の推進中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化

・不動産データ取得アプリをDoboXに実装（R6.2）
・徒歩圏内の施設充実度などの情報を拡充（R6.12）

オープンデータを活用した
イベントや大学での演習、
コンテスト等を実施

ハッカソン
（R5.9・R6.7・R7.9）

データチャレンジコンテスト
（R6.1・R7.2）

プラトーサミット（R6.7）

3D都市モデルを活
用したアプリの開
発・運用（R6.10
〜R7.2、R7.5〜
R8.3（予定））

①新たなサービス・付加価値の創出
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災害リスク情報 都市計画関連情報 ボーリングデータ
その他 ３次元点群データ 可視化コンテンツ閲覧数

ダウンロード数 閲覧数

・3次元点群データ等を、建設事業者が調査・設計業務等に活用
・一元化された災害リスク情報を地域の災害図上訓練時に活用
・３次元点群データによる人工地形の判読など大学の研究に活用
・避難情報等の防災情報を⺠間事業者の開発したアプリ等に活用

人工地形の判読（大学研究）

©（株）熊平製作所
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県⺠の安全・安⼼、利便性の向上取組分類

③災害リスク情報の発信

個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信

災害リスク情報等の３Dマップ化 ARを活用した災害リスクの可視化

・ひろしま３Dマップを運用開始（R4年度︓府中市、海⽥町）
・対象市町を拡充

R5年度︓⽵原市
R6年度︓広島市、呉市、福⼭市、三次市

土砂災害危険度情報を、
最新の降⾬データを基に全⾯改訂（R3.6）

・水害リスクライン（実況（沼⽥川・野呂川））の提供開始（R5.4）
・提供河川（実況）を拡大

R５年度︓７水系18河川
R６年度︓19水系25河川

・キキミルARを運用開始（R4.6）し、活用されることで災害リスクに対す
る理解が深まっている。

（アクセス数︓2,835（R4年度）→ 6,281（R6年度）
・土砂災害警戒情報表示機能の追加（R6.5）

④異常気象時の業務効率化

画像情報等の充実・強化

・道路、河川、港湾等のカメラ情報を一元化（R5.3）
・道路、海岸等のカメラを随時拡充（280箇所）（R6.9現在）
・坂町が管理するカメラの追加（7箇所）（R6.3）
・国土交通データプラットフォームとの相互システム間連携開始（R7.7）

AIを活用したダム操作を支援するシステム構築

・椋梨ダムでAIによる流⼊量予測システムの運用開始（R6.4）
・野呂川ダムにおいても同システムの運用開始（R7.4）

360°カメラ画像

災害発生直後の調査・設計の迅速化

JAXAからの衛星画像
を活用した災害調査の
実施（R7.9）

360°カメラを活用し
た机上査定の実施
（R7.9）
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県⺠の安全・安⼼、利便性の向上取組分類

⑤円滑な物流・人流の実現

効果的・効率的な空き家対策の推進

デジタル技術を活用した瀬戸内海航路網の最適化

「ひろしま空き家バンクみんと。」でVR化した物件数を増やし情報を充実
VR化した累計物件数︓91件（R4年度）→287件（R6年度）

インフラツーリズムの推進

DoboXの航路情報や施設写真を、JR⻄⽇本が運営する観
光ナビアプリtabiwaに連携し観光情報を充実（R5.3）

DoboXにインフラツーリズム特集ページを掲載し、観光に
資するインフラデータを公開（R6.2）

DoboXで電⼒利用データを活用した推定
空き家の分布状況を可視化（R6.12）

建設分野の生産性向上取組分類

⑥効率的な事業の推進

法規制関係情報の一元化表示

土工工事におけるICT活用工事の完全実施

受注者間の協議・臨場等の高度化・効率化

主要構造物におけるCIMの完全実施

ICT活用工事の適用範囲を拡大
R3〜R6年度︓491件（実施累計）
（R３年度︓30件 →R6年度︓178件）

CIM活用業務の適用範囲を拡大
R3〜R6年度︓98件（実施累計）
（R３年度︓10件 →R6年度︓39件）

・遠隔臨場を開始し受発注者間の業務を効率化（R3.9）
・遠隔臨場の対象工事を拡大（R6.6）

・許可⼿続き等が必要な14法令の区域情報等を公開（R4年度）
・盛土規制法等の区域情報を拡充（R5年度）
・⽂化財保護法等の区域情報を拡充（R6年度）
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建設分野の生産性向上取組分類

⑥効率的な事業の推進

公共事業の調達事務の電子化

業界関係者への説明（R7.9）を経て、公共事業部門の電子契約を
運用開始（R7.10）

AIなどを活用した地形改変箇所の抽出

AIを活用した地形改変箇所等の抽出業務（県内５ブロックを一巡/
５年）が完了（R7.8）

公共事業の進捗状況の見える化

作業の効率化等に向けた被災報告アプリの試⾏

地図上で見える化

調査状況の共有

現地で
被災情報⼊⼒

災害復旧事業の進捗状況をホームページで公開
（R6年度）

・発災直後の被災状況をとりまとめるためのアプリの試⾏運用（R6年度）
・現地で被災状況をアプリに登録できるタブレット端末の導⼊（R7.7）

⑦維持管理の高度化・効率化

ドローン等を活用した施設点検の高度化・効率化

ドローン等を活用した県営住宅の安全安心の確保

道路台帳附図閲覧の利便性向上

附図データに位置情報を付与し、
DoboX上で附図データを公開（R6.2）

・ドローン等を活用した施設点検を開始（R5.6）
・360°カメラによる河川内の現地形状計測の試⾏（R6.5）

★ 令和７年度実装★ 令和７年度実装

★ 令和７年度実装

★ 令和７年度実装

⾼精度カメラを搭載したドローンによる外壁等の劣化状況調査を
実施（R7.5〜6）
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持続的な変革取組分類

⑧人材育成と官民連携

デジタルリテラシ―向上に係る研修の実施

建設現場の魅力発信

ICT活用工事
現場⾒学会（R5.11~）

建設分野におけるＤＸ推進のための官民共同体制の構築

ドローン操作研修（県職員）

ICT活用工事の実践的な講習会を開催
（R4年度(3回)、R5年度(6回)、R6年度(9回)、R7年度（9回（予定））

研 修 等 （予定）年 月

3D CAD研修（２回）R7.6、7

CIM活用・ICT活用講座（各２回）R7.7、8

デジフラ講座（１回）R7.7

ドローン操作研修（18回）R7.6～11

ICTチャレンジ・ステップアップ実践講座（９回）
ICT現場見学会（10回）、ICT体験セミナー（３回）

R7.10～R8.2

ICT体験セミナー（東広島市）
（R6.11）

広島建設青年交流会及び広島県建設業協会連合会青年部との意見交換会

令和７年８月１日（金）開催日

建設青年交流会（14名）、連合会青年部（15名）、県担当者（6名）参加者

・ICT活用工事に取り組んでみてどうだったか
・未経験者が取り組むために必要なサポートは何か など

意見交換の
テーマ

・土工で省力化の効果があるが、舗装工でも一定の効果があった
・普及促進に向け、受注した工事の中でICTを活用した場合、適切に評
価されるような制度を検討してもらいたい

主な意見

データ利活用による地域課題解決を目的とした
全国規模のコンテストのキックオフシンポジウムで
本県の取組を紹介（R7.6）

関係者との意⾒交換会
（R4年度・R5年度・R6年度・R7年度）

県内４大学の学⽣を対象に、⺠間企業と連携しオープンデータ活用に関する講座を
実施（R7.8）

・学⽣向け現場⾒学会でICT施工を説明（R7年度:24人）
・県HPに魅⼒発信のコンテンツを掲載（R6.10） DX関連ブースなど建設現場の魅⼒を発信（R７年度:約8,600人）
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（別紙２）

各取組案の取組段階　一覧
【凡例】

令和６年度
令和７年度

上半期

①-01
インフラマネジメント基盤（DoboX）の
構築・運用拡大

実装段階 実装段階

①-02 地盤情報のオープンデータ化 実装段階 実装段階

②-01 県土全体の３次元デジタル化 実装段階 実装段階

②-02
都市計画基礎調査結果のオープンデー
タ化

実装段階 実装段階

②-03
民間企業等のニーズを踏まえたデータ
整備・利活用の推進

その他 その他

②-04
中古住宅市場の活性化に向けた関連
データの一元化

実装段階 実装段階

③-01
個人ごとに異なる災害リスク情報のリ
アルタイム発信

実装段階 実装段階

③-02 個人ごとに異なる避難ルート設定 実装段階 実装段階

③-03
洪水予測などの水害リスク情報の高度
化

実装段階 実装段階

③-04 災害リスク情報等の３Ｄマップ化 実装段階 実装段階

③-05
ＡＲを活用した水害・土砂災害記録の
伝承と災害リスクの可視化

実装段階 実装段階

④-01 画像情報等の充実・強化 実装段階 実装段階

④-02 災害発生直後の調査・設計の迅速化 実装段階 実装段階

④-03
ダム放流操作の精度向上を支援するシ
ステムの構築

実装段階 実装段階

⑤-01
ビッグデータを活用した主要渋滞箇所
における交通円滑化対策の実施

実証段階 実証段階

⑤-02
デジタル技術を活用した港湾物流の高
度化・効率化

実証段階 実証段階

⑤-03
新技術等を活用した効果的・効率的な
空き家対策の推進

実装段階 実装段階

⑤-04
人流データを活用した利便性の高い空
港アクセスネットワークの確立

実装段階 実装段階

⑤-05
クルーズ客等港湾利用者の行動分析
データの活用

実装段階 実装段階

⑤-06
デジタル技術を活用した瀬戸内海航路
網の最適化

実装段階 実装段階

⑤-07 インフラツーリズムの推進 実装段階 実装段階

個票
番号

取組段階
備考取組案

説　明

デジタル技術の実装や、新システムの運用開始、デジタル技術を運用するための制
度改正等

デジタル技術の実装に向けた検証・実証実験、システム・ソフトの試行導入、関連
機器の設置等

デジタル技術構築にあたっての要件整理、仕様検討、関連データの整備等

取組段階

実装段階
（一部実装を含む）

実証段階

検討段階
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令和６年度
令和７年度

上半期

⑤-08 建築関連申請業務等のオンライン化 実証段階 実証段階

⑤-09
利用者ニーズに対応した広島空港アク
セス等情報システムの構築

― 検討段階 令和７年度追加

⑥-01
主要構造物におけるＣＩＭの完全実施
（i-Constructionの推進）

実装段階 実装段階

⑥-02
土工工事におけるＩＣＴ活用工事の完
全実施（i-Constructionの推進）

実装段階 実装段階

⑥-03
受発注者間の協議・臨場等の高度化・
効率化（i-Constructionの推進）

実装段階 実装段階

⑥-04 公共事業の調達事務の電子化 検討段階 実装段階
電子契約システムの運用を開始
（R7.10）

⑥-05
国・県・市町における業務・工事成果
等の共有化

実装段階 実装段階

⑥-06 地下埋設物情報の共有化 実証段階 実証段階

⑥-07 法規制関係情報の一元表示 実装段階 実装段階

⑥-08
AIによる積算チェック機能及び工事発
注までの作業効率化

実装段階 実装段階

⑥-09 監督業務などのサポート機能の構築 実装段階 実装段階

⑥-10
ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の
抽出

実証段階 実装段階
地形改変箇所等の抽出が完了
（R7.8）

⑥-11 ３次元設計（BIM）の試行実施拡大 実証段階 実証段階

⑥-12 公共事業の進捗状況の見える化 実証段階 実装段階
被災状況を現地から報告できるタ
ブレット端末を導入（R7.7）

⑥-13
用地関連業務における支援データベー
スの構築

実装段階 実装段階

⑦-01
ドローン等を活用した施設点検の高度
化・効率化

実装段階 実装段階

⑦-02 法面の崩落予測技術の構築 実証段階 実証段階

⑦-03 除雪作業における支援技術の構築 実装段階 実装段階

⑦-04
路面管理の効率化と路面陥没等を予測
する技術の構築

実装段階 実装段階

⑦-05
道路附属物へのセンサー設置等による
変状把握

実証段階 実証段階

⑦-06
河川巡視・点検における変状箇所把握
の効率化

実証段階 実証段階

⑦-07
排水機場の排水ポンプの劣化予測シス
テムの構築

実証段階 実証段階

⑦-08
IoTやドローン等を活用した獣害防止対
策の構築

実装段階 実装段階

⑦-09
ドローン等を活用した県営住宅の安全
安心の確保

実証段階 実装段階
ドローンを活用した県営住宅の外
壁調査の実施（R7.5～6）

⑦-10 道路台帳附図閲覧の利便性向上 実装段階 実装段階

⑦-11 港湾・漁港台帳閲覧の利便性向上 実装段階 実装段階

⑦-12
デジタル技術を活用した港湾保安　対
策の高度化・効率化

実証段階 実証段階

個票
番号

取組案
取組段階

備考
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令和６年度
令和７年度

上半期

⑧-01
建設分野におけるデジタルリテラシー
向上に係る研修の実施

その他 その他

⑧-02
建設分野におけるＤＸ推進のための官
民協働体制の構築

その他 その他

⑧-03
建設現場の魅力発信
（i-Constructionの推進）

その他 その他

※下線部は令和７年度上半期に新たに実装段階となった取組

個票
番号

取組案
取組段階

備考
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令和７年度の取組
・国土交通データプラットフォームとのシステム間連携開始（７月）
・国・市町・民間が保有するデータに関係者ヒアリング（４月～）

インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）の構築・運用拡大 ①-01インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）の構築・運用拡大 ①-01

【将来像】
・県保有データのみならず、様々な主体が保有するデータが一元化・オープン化されている。
・オープンデータの利活用によって、新たなビジネスやイノベーションが創出されている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・システム設計・開発
・既存システムの改修
・モデルアプリケーション開発
・国、市町、民間とのデータ連携調整

R8年度以降

具
体
な
取
組

・国の３次元点群データ共有
プラットフォームとの連携
・既存システムの改修

・国、市町、民間事業者等とのデータ連携拡大（ R3：3市町、 R4：6市町、R5：10市町、R6：15市町、R7：23市町）

・システムの順次拡張
・モデルアプリケーション開発
・新たなデータの整備

従 来
【取組分類】

「データの一元化
・オープン化」

課 題

・道路や河川、港湾などの情報
は分野毎に公開

・組織を横断したデータ連携が
できてない

・使用後のデータは⾏政内部で
保管され利活用が不⼗分

DoboX運用開始(R4.6)

国、県、市町の規制情報、カメラ
情報など道路に関する各種情報を
集約した「道路マップ】を公開
（R6.2）

【R7以降の取組⽅針】
・国や市町とのデータ連携等によりデータの充実を図りサービスを拡充
・防災・建設分野などの各分野でデータの利活用を推進（②-03で推進）

将来像

【R7年度︓サービス拡充】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・国や市町のデータが不⼗分
・データ利活用は防災・建設分野に留まっている

【R6年度まで︓システム構築・サービス拡充】

関連項目番号（計25項目）
①-02、②-01・02・03・04、③-01・02・04、④-01・02・03、⑤-01・
02・03・04・06・07、⑥-05・06、⑦-02・03・04・05・10・11

R7取組

・国土交通データプラットフォームとの相互システム間連携開始（R7.7）

令和７年度の取組
・国・市町保有ボーリングデータ公開に向けた、関係者ヒアリング（４月～）

地盤情報のオープンデータ化 ①-02地盤情報のオープンデータ化 ①-02

【将来像】

・ボーリングデータを一元的に検索・ダウンロードでき、民間企業等でも活用されている。
・ボーリングデータの活用によって、新たなイノベーションが創出されている。

従 来
【取組分類】

「データの一元化・
オープン化」

課 題

・公共事業に伴い、様々な箇所
で地質調査を実施しているが、
調査結果（ボーリングデータ
等）は業務単位で納品・保管
されている。

・調査結果は当該事業での活
用に留まっており、⼆次利用でき
ていない。

【R7以降の取組⽅針】
・国、市町、民間企業等が保有するボーリングデータとの連携

将来像

【R7年度 データ拡充】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・公開できているボーリングデータ数が⼗分でない。

【R6年度 ボーリングデータの公開】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・オープン化するデータの検討
・電子納品保管管理システム
からボーリングデータを抽出し、
DoboXへ搭載

R8年度以降

具
体
な
取
組

・データの追加
・オープン化するデータの検討
（公開を前提としていない過去データ等）
・継続してデータをアップロードする仕組みの構築

・データの追加
・国、市町、民間企業等が保有する
ボーリングデータとの連携

ボーリング柱状図 電子納品
保管管理
システム

インフラマネジメント基盤
（DoboX）

オープンデータ化オープンデータ化

R7取組

新たに平成27年度〜令和5年度納品ボーリングデータ（約1,000本）拡充（R7.2）
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令和７年度の取組
・3次元点群データを用いた樹高図データや赤色立体図（CS立体図）データなどの公開（９月）

県土全体の３次元デジタル化 ②-01県土全体の３次元デジタル化 ②-01

【将来像】

・３次元データを一元化し、バーチャル空間に県土全体が再現されている。
・３次元データのオープン化により、新たなビジネスやイノベーションが創出されている。

従 来
【取組分類】

「価値あるデータの整備」

課 題

・主に測量・調査段階において、
3次元データ（3次元点群デー
タ等）を取得しているが、それを
基に作成される平面図・断面図
等の活用に留まっている。

・一部の3次元データはハード
ディスク等の媒体で保管されて
いるため、⼗分に活用されてい
ない。

【R7以降の取組⽅針】
・民間ニーズに応じたデータの整備や更新を行う。

将来像

【R6年度まで︓データの整備、更新】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・3次元データの利活用が進んでいない

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・公開方法等の検討
・既存データのDoboX
への搭載

R8年度以降

具
体
な
取
組

・国等の保有するデータとの連携
により高精度化エリアの拡大
・データの更新頻度等の検討

・国等が保有するデータの連携や、MMSやALB等の
様々な3次元データを公開による更なるデータの充実
・民間ニーズに応じたデータの整備や更新

インフラマネジメント
基盤（DoboX）

オープンデータ化オープンデータ化

R7取組

【R7年度︓データの整備、更新】

3次元点群データを用いた⾚⾊⽴体図（CS⽴体
図）などの公開（R7.9）

令和4年度に実施した航空レーザ測量データ（オリジナルデータなど）の拡充（R7.2）

令和７年度の取組
・三次市における３Ｄ都市モデルを活用した観光コンテンツの運用（５月～３月）
・DoboXで建築確認情報（確認済証番号）の公開開始（９月）
・建設DX担当が主催するハッカソン等により、都市計画基礎調査情報の周知・利活用の促進（５月～）

都市計画基礎調査結果のオープンデータ化 ②-02都市計画基礎調査結果のオープンデータ化 ②-02

【将来像】

・都市計画基礎調査結果をオープンデータ化し、様々なデータの重ね合わせやシミュレーションが⾏われ、
都市の課題抽出及び課題解決に向けた検討が可能となっている。
・⺠間企業や研究機関等において、データ利活用が進むことで、防災やまちづくり等の地域課題を解決す
るスマートシティ化が実現されている。

従 来
【取組分類】

「価値あるデータの整備」

課 題

3D都市モデルを活用したアプリの運用

【R7以降の取組⽅針】
・スマートシティ化の促進に向けて、3D都市モデルの活用の拡充
・さらなるオープンデータ化及び⺠間事業者等による利活用の推進

将来像

【R6年度 データ利活用促進】

広島市でプラトーサミットの開催

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・基礎調査情報のオープンデータ化が不⼗分
・基礎調査情報の利活用が進んでいない

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・都市計画基礎調査の実施
（土地利用︓R3〜R4、建物︓R3〜R5、人⼝︓R5）
・調査結果データの整備とオープンデータ化
・調査結果を活用した事例として３D都市モデル構築等により、
市町や⺠間事業者等へ活用促進

R8年度以降

具
体
な
取
組

・スマートシティ化の進展に伴い求められるデータの利便性向上に向け
た検討
・調査結果データの更新
・市町や民間事業者等における３Ｄ都市モデル等を活用したデータ利
活用に向けた支援

・都市計画基礎調査を実施し、
県や市町における都市計画の
検討に活用している。
・調査結果は⾏政機関のみで
共有されており、⺠間企業や
研究機関等において活用されて
いない。 建築確認情報

（確認済証番
号）の公開

【R７年度 データ利活用促進及び拡充】

国土交通省PLATEAU HPより

R7取組
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令和７年度の取組
・DoboX等のデータを活用し地域課題解決を図るコンテスト（８月～２月）、ハッカソンの実施（９月）
・県内４大学等でオープンデータを活用した演習等の実施（５月～）
・県内４大学の学生を対象に、民間企業と連携したオープンデータ活用に関する講義を実施（８月）

民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備・利活用の推進 ②-03民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備・利活用の推進 ②-03

【将来像】

・民間企業等のニーズに応じたデータが適切な形式で提供されている。
・データの利活用が進み、新たなサービス・付加価値が創出されている。

従 来
【取組分類】

「価値あるデータの整備」

課 題

・県が保有するインフラデータに
は、書面やPDF等の⼆次利用
できない形式で管理されている
ものがある。

【R7以降の取組⽅針】
・引き続き、コンテストやハッカソンなどのデータ利活用を推進する。
・⺠間企業や他部局とも連携した取組を推進していく必要がある。

将来像

【R7年度 データ利活用の推進】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・データを公開していることが周知されていない
・データ利活用が進んでいない

【R6年度まで データ利活用の推進】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・データニーズの把握
・データ整備手法など
の調査

R8年度以降

具
体
な
取
組

・ニーズを踏まえたデータ整備
・継続したデータニーズの把握

・大学や民間等での利活用に向けた取組を拡充

ひろぎんHD、NTTデータ中国と
連携し、中⼭間地域の課題を
テーマにデジタル技術を活用した
アイデアを創出する3大学合同の
集中講義を開催（R6.8）

昨年度に引き続き、県⺠と職員が協
働で地域課題解決に取り組むハッカ
ソン「DoboX PLATEAU Hack 
Challenge2024」を開催(R6.7)

広島工業大学、呉⾼専、県
⽴広島大学、福⼭大学でア
イデアソン・ハッカソンを実施
（R6.5〜）

ひろぎんHD、NTTデータ中国と連携した取
組について、昨年度より、さらに1大学追加し
たデジタル技術を活用したアイデアを創出する
4大学合同の集中講義を開催（R7.8）

令和７年度の取組
・令和６年度から提供を開始した「不動産・住宅関連データ」の県民・不動産事業者の利活用を促進（随時）

中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化 ②-04中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化 ②-04

【将来像】
・⾏政機関や⺠間事業者などが保有する不動産関連情報に簡単にアクセスできる。
・事業者の消費者への情報提供の充実や新たな取引物件の掘り起こしに繋がっている。
・不動産・住宅関連の新たなサービス創出に繋がり、不動産流通市場が活性化している。

従 来
【取組分類】

「価値あるデータの整備」

課 題

・不動産取引（査定や重要事
項説明など）に必要な情報が
各方面に散逸

・不動産事業者の⽣産性低下
消費者への情報提供や
物件取扱量の充実を阻害

【R7以降の取組⽅針】
不動産・住宅関連データのオープン化に関する国や⺠間団体等の取組状況を注視しながら、
サービスの充実に取り組むとともに、県⺠や不動産事業者のデータ利活用を促していく。

将来像

【R6年度 不動産・住宅関連データの提供公開】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・不動産事業者のデータ利活用が進んでいない
・サービスの認知が獲得できていない

法規制・災害リスクなどの重要事項、⾏政機関が収集
している各種施設の情報などが一元的に閲覧可能に

その他にも
・徒歩圏内の施設充実度
・マンションの管理状況の評価
・推定空き家の分布
・空き家バンクの物件情報 など

R7取組

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組

基本構想、ロードマップの策定（実現性や効果
を踏まえて連携する情報の優先度を整理）

事業者など利用者のヒアリングを踏まえた
ユーザーインターフェイスの改修など

【R7年度 データ利活用の普及啓発】

移住相談やビジネスマッチングのイベント
などの機会を捉えて普及啓発
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令和７年度の取組
・市町が保有する内水浸水想定区域図データの公開のための関係者ヒアリング（６月～）
・ユーザー目線に立ったUI/UXの改善に向けた検討（９月～）

個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信 ③-01個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信 ③-01

【将来像】

・県民が同一画面上で様々な災害リスク情報を確認できる。
・危険度の高まりや位置情報に応じて、災害リスク情報がピンポイント・リアルタイムに提供されている。

従 来
【取組分類】

「災害リスク情報の発信」

課 題
・道路規制情報、⽔位観測情
報、⼟砂災害危険度情報等を
公開するホームページはそれぞれ
独⽴しており、災害リスク情報を
一元的に確認することができな
い。

・県⺠は散在する情報の中から
必要な情報を選択し、避難判
断を⾏っている。

【R7以降の取組⽅針】
・市町や⺠間企業が所有するアプリ等との連携し、より質の⾼いサービスを提供
・⺠間企業等とデータ連携を促進するためにDoboXの認知度向上を図る。

将来像

【R7年度︓UI/UXの改善検討】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・サービスを提供する⺠間アプリとの連携が不⼗分

【R6年度まで︓各種災害リスク情報の公開・ DoboXの認知度向上】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・各課保有データの一元
化、搭載データ選択
・災害リスク情報の表示方
法検討
・プッシュ型情報提供アプ
リの開発

R8年度以降

具
体
な
取
組

・一元化した災害リス
ク情報の活用検討
（市町、民間企業等
との連携）
・防災気象情報等の
細分化・精度向上

・市町や民間企業
が所有するアプリ
等と連携

・アプリを検証し、機能改善

R7取組

報道機関との連携によるDoboX紹介（R5.8） 放送事業者と連携した防災情報発信に向けた協議・調整

令和７年度の取組
・市町が保有する内水浸水想定区域図データの公開のための関係者ヒアリング（６月～）

個人ごとに異なる避難ルート設定 ③-02個人ごとに異なる避難ルート設定 ③-02

【将来像】

・県民一人ひとりの居住環境を考慮した避難ルートの設定が可能となり、災害リスク情報と併せて提
供されている。

従 来
【取組分類】

「災害リスク情報の発信」

課 題

・地域防災活動等において避難
経路の確認が⾏われているが、
多くの県⺠が活動に参加してい
ない。

・災害リスク情報を踏まえた個
人ごとに異なる避難ルートを選
択できる仕組みがない。

避難ルート検討に必要な防災施設を公開(R4.9)

【R7以降の取組⽅針】
・安全な避難ルートが確保できるよう避難ルート選定に必要な情報を拡充
・市町や⺠間企業が所有するアプリ等と連携

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・ 適切な避難ルートを選定するための情報が不⾜
・個人ごとに異なる

【R6年度まで ルート選定に必要な情報の公開・拡充、放送事業者と連携した防災情報の発信】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・ハザードマップや
避難所情報等の
一元化

R8年度以降

具
体
な
取
組

・避難ルート設定アプリの開発（平常時
の利用を想定）
・民間企業と連携したマイ・タイムライン
を作成できる機能の実装
・防災施設の位置など避難ルート選定
に必要な情報をDoboXから公開

・安全な避難ルートが確保
できるよう避難ルート選定
に必要な情報を拡充
・DoboXと市町や民間企業
が所有するアプリ等と連携

・アプリを検証し、機能改善

R7取組

関連項目番号 ①-02

【R7年度 災害リスク情報のデータ拡充】

放送事業者との協議を踏まえた「防災情
報マップ」の運用開始

※イメージ

市町が保有する内水浸水想定区域図
データの公開のための会傾斜ヒアリング実
施（R7.6〜）
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令和７年度の取組
・洪水の危険度の公表に向けた検討
・水位予測モデルの検証・精度向上

洪水予測などの水害リスク情報の高度化 ③-03洪水予測などの水害リスク情報の高度化 ③-03

【将来像】

・様々な水害リスク情報がリアルタイム・ピンポイントで配信されている。
・県民自らが水害リスク情報を取得でき、的確な避難行動の判断が可能となり、水害からの逃げ遅れが
ゼロとなっている。

従 来
【取組分類】

「災害リスク情報
の発信」

課 題

・河川の⽔位到達情報を⽔位
局地点で発信している

・県⺠の⼗分な避難⾏動につ
なげるため、きめ細かな情報の
発信が必要

【R7以降の取組⽅針】
・提供河川の拡大（実況・予測）、精度向上
・システム機能の向上

将来像

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課
題】
・予測水位の精度向上のため、洪水時の実績水位
との比較による検証が必要

【R7年度︓提供河川の拡大・精度向上】

実況水位の提供開始

【R６年度までの取組︓⽔害リスクライン（実況）の提供開始[沼⽥川外 17河
川]】

平時
洪水時

・提供河川拡大(予測)
・予測精度向上

100mピッチで判定

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

将来計画将来計画

・水位観測カメラの実証実験（サンド
ボックス）
・水位予測プログラム及び閲覧システ
ムの構築

R8年度以降

具
体
な
取
組

・浸水深及び浸水範囲の予測に関
する検討

・モデルの検証及び精度向上
・検討対象河川の拡大

令和７年度の取組
・防災分野での活用促進

災害リスク情報等の3Dマップ化 ③-04災害リスク情報等の3Dマップ化 ③-04

【将来像】

・県民が土砂災害や浸水害等の災害リスクを直感的に把握できている。
・防災教育等の啓発事業に活用され、県民一人ひとりの適切な避難行動につながっている。

従 来
【取組分類】

「災害リスク情報の発信」

課 題

・⼟砂災害警戒区域や浸⽔想
定区域等は平面図をベースに
表⽰されており、県⺠からすると
斜面の高さや谷の形状といった
具体的な地形のイメージや浸⽔
範囲などを捉えづらく、災害のリ
スクが伝わりにくい。

【R6以降の取組⽅針】
・3D建物モデルを作成していない自治体に対して、データの作成を促す。
・防災、観光、まちづくりなど幅広い分野で３D都市モデルを活用

将来像

【R7年度 防災訓練への出展】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・3D建物モデルデータの活用を促進。

【R5年度まで ひろしま3Dマップ構築・3D都市モデルの追加】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・土砂災害警戒区域等の3Dマップ化

R8年度以降

具
体
な
取
組

・建物、浸水想定区域図、高
潮浸水想定図、津波浸水想
定図の立体化（一部地域）

・土砂災害警戒区域等データ・地
形データの更新等
・建物や災害リスク等の立体化に
ついて、表示エリアの拡大など情
報の拡充を検討・実施

R7取組

3Dマップサイト活用促進のための
イベント参加（R7.8）⽵原市3D都市モデル追加（R6.1）海⽥町、府中市3D都市モデル公開(R5.3)
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令和７年度の取組
・ 「キキミルＡＲ※」の表示機能の改善等、使いやすさを向上させ、活用促進を図る

※ＡＲ技術を活用し、周囲の土砂災害警戒区域等をスマートフォンのカメラ映像に重ねて表示する機能

ＡＲを活用した水害・土砂災害の記録の伝承と災害リスクの可視化 ③-05ＡＲを活用した水害・土砂災害の記録の伝承と災害リスクの可視化 ③-05

【将来像】

・⽣活範囲周辺の災害リスクに対する理解が深まっている。
・スマホから簡単に、過去の災害情報が確認でき、より多くの人々に災害の記憶や記録が継承されている。
・防災教育等の啓発事業に活用され、県⺠一人ひとりの適切な避難⾏動につながっている。

従 来
【取組分類】

「災害リスク情報の発信」

課 題

・災害リスク情報は平面図をベー
スに公表されており、住⺠が災害
リスクを⼗分に理解していない

・「地域の砂防情報アーカイブ」に
登録済の過去の災害情報が⼗
分に活用されていない

【R６以降の取組方針】
・ユーザー目線での使いやすさ等の検証 ・個人毎の最適情報を表示するパーソナライズ機能の検討
・洪水、高潮等の災害リスク情報のAR技術を活用した可視化の検討

将来像

【R5年度 土砂災害記録の表示】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・災害リスクに対する住⺠の理解が不⼗分
・防災教育等での活用が不⼗分

【R4年度 AR技術を活用した土砂災害リスクの可視化】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

キキミルARへの土砂災害記録の
表示機能の追加（R5.5）

【R６年度 土砂災害警戒情報の表示】

キキミルAR運用開始(R4.６)
キキミルARへの土砂災害警戒情
報表示機能の追加（R6.5）

R7取組

・地域の砂防情報
アーカイブにスマホ
からもアクセス可能
とし、登録されてい
る土砂災害情報の
更なる活用や認知
度の向上を検討

・居住する地域や個人ごとに避難行動に活用でき
る最適な情報を表示できるパーソナライズ機能を検
討

・地図データ等の更新、保守管理、機能改善
・AR技術を活用した
土砂災害警戒区域
を可視化する機能
についてスマホの
ポータルサイトへ実
装（機能の通称「キ
キミルAR」）

・先行する土砂災
害をベースとし、洪
水・高潮等の災害リ
スク情報のAR技術
を活用した可視化
を検討

・「キキミルAR」
の機能拡充とし
て、「地域の砂防
情報アーカイブ」
に登録済の土砂
災害情報を追加

キキミルARの活用促進のための
イベント参加（R7.8）

【R7年度 防災訓練への出展】

令和７年度の取組
・カメラ画像データ可視化画面の検討（６月～）
・河川などカメラ画像データの拡充に向けた、関係者ヒアリング（６月～）

画像情報等の充実・強化 ④-01画像情報等の充実・強化 ④-01

【将来像】

・カメラ画像等を活用し、災害リスクの見える化や被災状況、道路状況等がリアルタイムに把握できている。
・県民自らが災害リスク情報を取得でき、県民一人ひとりの適切な避難行動につながっている。

従 来
【取組分類】

「異常気象時の業務効率化」

課 題
・災害リスク情報を文字や数値
等で提供しているが、切迫感が
伝わりにくい。

・リアルタイムの映像による道路
状況等が⼗分に提供できていな
い。

・災害発⽣後には、人による現
地調査を実施し、被災状況等
を確認しているが、天候などが
落ち着くまで現地にはい折れな
い。 国・県・市町が保有するカメラ画像公開(R5.3)

【R7以降の取組⽅針】
・国・市町等の保有データとの連携等によるデータ拡充
・データ公開に関する周知

将来像

【R7年度 可視化画面の検討、データの拡充】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・カメラ画像が公開されていることが知られていない

【R6年度まで 国・県・市町等のカメラ情報の連携】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・道路、河川、港湾・海岸監視
カメラの設置、順次拡大

R8年度以降

具
体
な
取
組

・カメラ情報等を一元的に確認できるアプリの開発
・国等の保有データとの連携

R7取組

カメラ画像データ可視化画⾯の検討及びデータ拡充に向けた関係者へのヒアリング
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災害発生直後の調査・設計の迅速化 ④-02災害発生直後の調査・設計の迅速化 ④-02

令和７年度の取組
・デジタル技術を活用した災害査定の実施（９月）
・被災時の衛星画像を利用した災害調査の実施（９月）
・衛星リモートセンシング技術を用いた災害調査に係る他県等の事例収集（４月～）

【将来像】

・ＵＡＶや３次元データを活用し、被災箇所を迅速かつ正確に把握できている。
・測量作業や地形図作成、設計が自動化され、災害復旧事業に係る業務が効率化されている。

従 来
【取組分類】

「異常気象時の
業務効率化」

課 題

・UAVを一部活用しているが、
平面図・横断面図等の作成
に手間を要している

【R7以降の取組⽅針】
・デジタル技術やリモート等を活用した災害査定の拡大
・ドローン等を用いた３次元測量成果から標準的な復旧⼯法などは設計の⾃動化の検討

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・衛星リモートセンシング技術の精度向上（土砂災害）
・画像解析や設計の自動化に向けた⾼度な技術⼒

・災害発⽣直後の現地調査
や測量作業は、人の手によっ
て実施されている

【R6年度まで デジタル技術の活用】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・実現可能性の検討
・被災箇所の自動抽出技術
（衛星・航空写真等）の構築

R8年度以降

具
体
な
取
組

・ドローン等による自動測量・図化技術の構築
・３次元点群測量等の活用による災害査定の実施
・衛星リモートセンシング技術による被災状況の確認

・被災箇所の自動抽出から
設計までの作業の自動化

【デジタル技術を用いた災害査定】

360°カメラ画像

机上査定において360°カメラを活用（R7.9）

【衛星リモートセンシング技術を用いた災害調査】

衛星画像の活用（R7.9）

R7取組

令和７年度の取組
・【野呂川ダム】本格運用開始（４月） 【椋梨ダム・野呂川ダム】運用（データの蓄積等）（４月～）
・【魚切ダム】システム構築（AIを用いたダム流入量予測モデル、ダム流入量予測システムの構築等）（10月～）

ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築 ④-03ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築 ④-03

【将来像】
・ＡＩによる降雨実績等を学習していくシステムを構築することで、雨の降り方等に応じた
より精度の高い流入量予測を行い、ダム放流操作の精度が向上されている。

従 来
【取組分類】

「異常気象時の
業務効率化」

課 題

・気象庁の⾬量データからダムへ
の流⼊量予測を⾏い、ダム放流
操作を⾏っている。

・流⼊量予測は、一般的な演算
式で算出するため、時間とともに
予測値が大きく変わることもあり、
精度に課題が残る。

【R7以降の取組⽅針】
・他ダム（ゲートダム）へのシステム展開

将来像

【R7年度︓他ダムへのシステム展開】

流⼊量予測システム構築（⿂切ダム）

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・他ダムへのシステム展開ができていない。

【R6年度︓流⼊量予測システム構築
（椋梨ダム・野呂川ダム）】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・他ダムへのシステム展開
・予測データを踏まえたダム操作の検証
（自動化検討）
・統合監視体制の検証

・予測精度の評価

・過去の降雨量や流入量，放流量等のデータ整理
・AＩによる予測システムの構築

ＡＩ

実績
流入量

観測
雨量

予測
雨量

予測
流入量

ダム流入量予測のＡＩ深層学習の導入（例）

流⼊量の予測精度が向上すると・・・

AIを用いたダム流⼊量予測モデル

R7取組
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令和７年度の取組
・カメラ画像の解析による交通量の調査結果を踏まえた信号表示変更の効果検証（～５月）
・状況把握から対策実施までの一連のプロセスのデジタル化検討（６月～）

ビッグデータを活用した主要渋滞箇所における交通円滑化対策の実施 ⑤-01ビッグデータを活用した主要渋滞箇所における交通円滑化対策の実施 ⑤-01

【将来像】
・主要渋滞箇所において、交通の円滑化が図られている。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流の実現」

課 題

・都市部においては、各種都市
機能の集積とともに⾃動⾞交通
需要が集中、増大し、慢性的な
交通渋滞が発⽣している。

※広島県における主要渋滞箇所
は78箇所（R7年9⽉現在）

【R7以降の取組⽅針】
・他の渋滞箇所への展開。
・引き続き、ビックデータ等の活用事例の収集を⾏い、交通円滑化対策⼿法を検討。

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・状況把握から対策実施までの一部のプロセスしかデジタル化できて
いない。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・試行箇所の
選定
・関係機関と
の連携調整

・渋滞緩和の効果検証
・他の渋滞箇所への展開を検討

・GPS等の位置情報やAIカメラ等によ
る交通流動などのビッグデータを
収集・分析し，交通需要を把握
・ソフト対策の実施手法を検討

具
体
な
取
組

・ソフト対策の実施
（モデル交差点に
おける最適な信号
表示の調整等）

渋滞緩和の効果検証（R7.5）信号表示を試験的に変更（R7.2〜3）

【R6年度 信号表⽰の変更】 【R7年度 効果検証及び展開検討】

ビックデータの活用事例収集（〜R5）

出典：国土交通省 「交通
状況の把握と渋滞対策」
https://www.mlit.go.jp/c
ommon/000987228.pdf

【〜R5年度ビックデータ等の活用事例の収集等】

R7取組

令和７年度の取組
・コンテナターミナルにおける港湾物流の高度化・効率化に向けた検討（継続中）
・サイバーポート（管理分野）の一部運用を開始し、業務を効率化

デジタル技術を活用した港湾物流の高度化・効率化 ⑤-02デジタル技術を活用した港湾物流の高度化・効率化 ⑤-02

【将来像】

・効率的なコンテナターミナル運営（荷役機械の自動化・遠隔操作化など）により、作業環境や生産性が向上さ
れている。

・サイバーポートによる、申請手続きや各種情報が電子化され、データの利活用を通じた効率化が図られている。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流の実現」

課 題

【R7以降の取組⽅針】
・港湾物流の⾼度化・効率化に必要な機能等の検証及び運営体制の確⽴
・⼊出港届や係留許可申請について、サイバーポートでの申請を可能とする。

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・港に適した⾼度化・効率化技術及び、先進技術導⼊に必
要な運営体制について、現在検討を⾏っている段階である。
・サイバーポート（管理分野）の一部を運用開始し、利用
促進を実施している段階である。

【先進事例の調査】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

・コンテナ船の大型化の進展に
より、コンテナ船の積卸作業の
効率化や、ターミナルゲート処
理の迅速化が必要となっている。

・物流業務の各種手続きにおい
て，書面による情報伝達が複
数存在するなど，非効率となっ
ている。

・サイバーポート（管理分野）の一部運用開始
・効率的なターミナル運営の実現に向けた検討
品名、荷主名、過去の搬入・搬出日時等をAIで分析
し、コンテナの蔵置場所を最適化
搬出（入）票を自動照合し、ゲート処理を迅速化
予約状況を可視化し、車両流入を平準化など

・国土交通省、内閣官房及
び港湾管理者によるサイ
バーポートの構築・社会実
装が終わり次第、運用体制
の構築を推進
・先進事例の調査

・サイバーポート経由
での港湾統計に関す
るデータ収集や閲覧
の試行を開始

具
体
な
取
組

・荷役事業者、荷主、
運営会社、県などに
よる検討会を開催し、
港湾物流の高度化・
効率化に必要な機
能等を検討

【R7年度︓サイバーポートの一部運用開始】

令和7年 サイバーポート（管理分野）の一部運用開始し、業務
効率化を実現令和4年11⽉

遠隔RTG視察

R7取組

導⼊に向け
検討中
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令和７年度の取組
・DoboXに空き家バンク物件を掲載するための住所と緯度経度の整理（９月）
・ひろしま空き家ポータルサイト「みんと。」に掲載している空き家バンク物件をDoboXに掲載（10月～）

新技術等を活用した効果的・効率的な空き家対策の推進 ⑤-03新技術等を活用した効果的・効率的な空き家対策の推進 ⑤-03

【将来像】

・自治体が空き家の発⽣状況やその状態をタイムリーに把握し、 物件や所有者等に応じた有益な情報提供や
⺠間サービスの 供給がなされ、利活用や除却などが促進されている。
・掘り起こされた豊富な空き家の魅⼒が遠隔地からもリアルに体感でき、県内外の活用希望者のニーズを捉えな
がら情報発信されることで、効率的にマッチングが実現できている。

従 来
【取組分類】
「円滑な物流

・人流 の実現」
課 題

・活用されない空き家の増加

・空き家が使用されず・放置さ
れることによる地域の活⼒の
低下や防犯・衛⽣面等への
悪影響

・空き家の発⽣状況を効率的
に把握しながら、効果的な空
き家対策の実施が必要

【R7以降の取組⽅針】
・⾏政の保有するデータを用いた効果的、効率的な空き家対策技術活用の検討、実施

将来像

【R6年度 電⼒データに基づく空き家分布の可視化】

【将来像と現状（R7）とのギャップを踏まえた課題】
・空き家調査スパンが⻑い
・空き家調査に有効なデータが活用できていない

DoboXに空き家分布データを掲載

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組

・ターゲットを絞ったウェブ広告による「ひろしま空き家バンク
みんと。」の広報・周知
・ 「みんと。」のＶＲ閲覧機能の実装による情報発信の充実
・ＡＩ移住定住相談「あびぃちゃん」を活用したユーザーの
ニーズに応じた物件情報の提供 など

・空き家対策に有効な新技術等の県内での導入・展開を促進
インフラデータを活用した空き家の実態調査結果に基づく、効率
的な空き家対策の実施、ヒートマップツールによるユーザー単位
の行動分析、施工データを活用した解体費のシミュレーション、VR
技術を活用した空き家リノベーションのシミュレーション など

【R７年度 DoboXへの空き家バンク物件の掲載】

所在地と緯度経度データの紐付け

API

空き家データの提供

DoboXに空き家バンク物件を掲載

R7取組

人流データを活用した利便性の高い空港アクセスネットワークの確立 ⑤-04人流データを活用した利便性の高い空港アクセスネットワークの確立 ⑤-04

令和７年度の取組

・新たな空港アクセス路線の拡充計画の整理に向けた実証運行データの検証・分析（８月～）

【将来像】

空港利用者の人流データを取得、分析し、移動実態や潜在需要を把握することで、最適なアクセス路
線や交通モードを検討し、空港利用者にとって利便性が高く、持続可能な空港アクセスネットワークの実
現を目指す。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流
の実現」

課 題
空港アクセスの利便性向上の
ため、利用者にとって最適なア
クセス路線や交通モードの提供
について検討したいが、空港利
用者がどのように空港に向かい、
空港からどこへ向かっているの
か、またどれだけの需用がある
のかという移動実態が把握で
きていない。

【R７以降の取組⽅針】
新規アクセス路線の実証運⾏を通じて得られた⼈流データ等を検証・分析し、
空港アクセスネットワークの一層の拡充等に活用する。

将来像

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・空港利用者の目的地への移動実態や空港アクセス
の潜在需要を正確に把握できていない。

人流データから移動実態や潜在需要
等を取得・分析し、最適なアクセス路
線や交通モード等を検討（R4.12）

新規アクセス路線（宮島⼝線・
ジアウトレット広島線・五⽇市駅線）の
実証運⾏を実施（R5.12〜R6.11）

【R７年度 実証運⾏データの検証・分析】【R4年度 人流データの取得、分析等】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

具
体
な
取
組

将来計画将来計画広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

・関係者によるプロジェクトチー
ムを設置し、人流データの取得、
分析及び活用手法の検討

・空港利用者の人流データの取得、分析
・分析結果に基づく最適なアクセス路線
や交通モードの検討

・関係者との連携のもと、新規路線の実証運行、
及び結果分析に基づく改善データを活用した空
港アクセスネットワークの確立に向けた取組

【R５〜６年度 実証運⾏の実施】

新たな空港アクセス路線の拡充計画の整理
に向けた実証運⾏データの検証・分析
（R7.８〜）

R7取組
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令和７年度の取組
・オープンデータとしてDoboXで公開した情報を関係機関へ周知（４月～）

クルーズ客等港湾利用者の行動分析データの活用 ⑤-05クルーズ客等港湾利用者の行動分析データの活用 ⑤-05

【将来像】
・客船の乗船客に対して港湾周辺のアクティビティや観光情報等が効果的に発信され、回遊が促進されている。
・人流データを活用した検証や分析が進み、イベントの企画等にも活用可能となっている。
・利用者のニーズや⾼い利便性、安全性に対応した移動⼿段や動線が確⽴されている。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流の実現」

課 題

・国内外からの訪問客に対応
した多様な受⼊環境の整
備が求められている。

・県内での⾏動・ニーズを把握
できるデータがない。

【R7以降の取組⽅針】
・調査分析結果を関係機関や観光関連事業者等と共有し、港湾周辺の環境整備やニーズに
合わせた観光コンテンツの創出など、受⼊環境の向上に繋がる効果的な取組に活用

将来像

【将来像と現状（R5）とのギャップを踏まえた課題】
・訪問客の⾏動・ニーズを把握できるデータがない。
・データに基づく受⼊環境の整備が出来ていない。

【R4年度︓準備・検討】 【R7年度︓データの活用促進】

調査・分析業務の仕様等検討(R4) 客船寄港時の人流データ分析やアンケート調査など(R5・R6)

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・人流データ分析手法と可
視化ツールの検討
・市町や関係機関との連携
調整

R8年度以降

具
体
な
取
組

・人流データを収集し、港湾からの訪問者の県
内でのアクセス拠点や移動需要を把握
・観光振興施策や施設活用計画への分析結
果反映に関する検証

・関係機関で港湾利用者の移
動、観光等に関する施策を連
携した各種施策を実施

【R5・R6年度︓人流データ収集・分析及び客船乗客の⾏動分析調査】

データをDoboXで公表、活用促進(R7)

R7取組

令和７年度の取組
・定期航路情報（江田島市）のオープン化に向けて関係者と協議（４月～９月）
・定期航路情報のオープン化（10月～12月）

デジタル技術を活用した瀬戸内海航路網の最適化 ⑤-06デジタル技術を活用した瀬戸内海航路網の最適化 ⑤-06

【将来像】

・海上交通の移動サービスが観光客の多様なニーズに合わせて提供され、それらの情報が一元的に共有される
ことにより、観光客、航路事業者双⽅の利便性向上が図られ、潜在需要の発掘に繋がっている。

従 来

課 題

・観光地間を結ぶ海上交通網や
その情報発信は、必ずしも充
実していない。

・人口減少や新型コロナウイルス
の感染拡大により、海上交通
利用者は減少しており、航路
維持が困難になるリスクを抱
えている。

【R7以降の取組⽅針】
・航路情報の更新
・定期航路情報のオープン化に向けた航路事業者との調整

将来像

【R4年度 新たな航路サービスに向けた検討及びDoboXでの実装】

【将来像と現状（R5）とのギャップを踏まえた課題】
海上交通網の情報発信は、必ずしも充実していな
い。人⼝減少等により海上交通利用者は減少して
おり、航路維持が困難となるリスクを抱えている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組

ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基盤
（◎Dobox）

OpenData

取り込み

モニタークルーズにより潜在需要を発掘 観光Maasの充実

【R7年度 人流データ等の活用策検討】

人流データの活用策を検討及
びデータ連携継続

【取組分類】
「円滑な物流・人流の実現」

・県内の航路情報やモニターク
ルーズ などのデータをDoboXに
取り込み
・観光MaaSの充実

・航路情報の更新等に
よりDoboXへのデータ蓄
積を継続

・オープンデータを観光MaaS
等へ反映し、異なった移動
手段の接続を最適化

R６年度 R７年度

R7取組

・定期航路情報のオープン
化に向け航路事業者と調整及
びデータの提供
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インフラツーリズムの推進 ⑤-07インフラツーリズムの推進 ⑤-07

令和７年度の取組
・サイクリングルート可視化に向けた検討・調整着手（９月～）
・インフラツーリズムマップへのデータ拡充に向けた関係者ヒアリング実施（４月～）

【将来像】

・観光資源として有効なインフラの情報が集約され、県内外の方がインフラについて、学び、感じることができている。
・オープンデータの利活用等によって、インフラ観光を中心とした旅行ツアーが企画・実行されるなど、民間企業等と
連携したインフラツーリズムが創出されている。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流の実現」

課 題

• 橋梁やダムなどの巨大な⼟⽊
構造物や歴史的な施設は、
観光資源として有効活用でき
る可能性があるものの、県全
体として⼗分に周知・活用で
きていない

【R7以降の取組⽅針】
・インフラデータ等の拡充、現場⾒学会の充実、⺠間企業等との連携による
インフラツーリズムの創出 ・地域インフラを地域で守る仕組みの検討・運用

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・インフラが観光資源として認識されていない
・現地⾒学会の随時開催による人員や安全性
の確保

• バーチャルでのインフラ紹介や
オープンデータ化も進んでいな
いため、⺠間企業等でのデー
タ利活用が進んでいない

工事施工業者さんの協⼒等
により現場⾒学会を開催

（大津恵川 砂防工事）

（国兼川 河川改修工事）

将来像

（DoboX可視化サイト）【インフラの魅⼒の発信に着手】【現場⾒学会等の実施】 R7取組

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・個別インフラでの
工事中や完成後
の見学会開催
・ダムカード配布な
どの情報発信

R8年度以降

具
体
な
取
組

・民間企業等との連携によるインフラツーリズムの創出
・地域インフラを地域で守る仕組みの検討・運用

・観光インフラデータ等の拡充 ・観光HPとの連携
・３Dモデルや動画等によるバーチャルツアーの制作
・現場見学会等の充実

・観光インフラのデータ整備・一元化
・DoboXによる可視化

DoboXでインフラデータを
一元表示

【R7年度 インフラデータの拡充に着手】
サイクリングルート

×
インフラ

360度カメラを活用
して、より臨場感の
ある画像を収集

※イメージ

インフラツーリズムマップへサイクリングルー
トデータ追加検討（R7.9〜）

令和７年度の取組
・導入予定電子申請受付システム（国構築）の具体的な内容把握と実装に係る検討（４月）
・建築確認申請のオンライン化に向けた関係機関等との調整（７月～）

建築関連申請業務等のオンライン化 ⑤-08建築関連申請業務等のオンライン化 ⑤-08

【将来像】

・建築確認申請をはじめとする各種申請業務等がオンライン化されることで、行政運営の効率化や県民
サービスの向上が図られている。
・一元管理された各種台帳により、県民が時間や場所にとらわれることなく、オンラインで各種台帳記載事項
証明の請求や建築計画概要書の閲覧が行える。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流の実現」

課 題

・建築確認申請をはじめとする

建築関連申請業務がオンラ

イン化が不⼗分

・各種台帳の一元化が図られて

いない

【R７以降の取組⽅針】
・建築確認申請をはじめとした申請業務のオンライン化の推進に向けた検討
・各種台帳の一元管理化に向けた検討

将来像

【R5・6年度︓申請業務のオンライン化の推進
に向けた検討・準備】

■オンライン申請に対応済のもの（R4 末）
・低炭素建築物の認定・⻑期優良住宅の認定・応急危

険度判定⼠登録・更新・構造適合性判定・定期調査報告

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・建築関連申請業務等のオンライン化が不⼗分
・各種台帳の一元化が図られていない

【R4年度︓広島県電⼦申請システムの利用】

R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

■対象︓建築確認申請、確認審査報告 等
■内容︓課題把握、関係機関協議、⼿続きフ
ロー⾒直し、システムテスト利用 等（R5・6）

【R7年度︓オンライン化に向けた調整・準備】

・関係機関との具体的な調整
・導⼊予定システムの内容検証及び事務処
理要領作成 等

R３年度 R４年度 R５年度

対象とする申請業務等
・建築確認申請 ・建築許可申請
・建築認定申請
・確認審査報告 ・完了検査報告
・建築工事届
・台帳記載事項証明 等

具
体
な
取
組

・課題把握
・関係機関協議
・制度設計
・システム改修
・法的整理事項の検討 等

R7
取組

機能拡張

現行
利用システム

・制度設計
・国構築システムのテス
ト利用による検証 等

・システム内容詳細検証
・実施環境整備
・オンライン申請試行
・周知 等
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令和７年度の取組
・公募型プロポーザルによりシステム構築業務を発注（９月）
・システム開発の開始（11月～）

利用者ニーズに対応した広島空港アクセス等情報システムの構築 ⑤-09利用者ニーズに対応した広島空港アクセス等情報システムの構築 ⑤-09

【将来像】
空港利用者が、新たなシステムにより表示される情報をもとに、その時々で、複数の空港アクセスの
手段の中から、それぞれのニーズに応じた最適な空港アクセスを選択し、広島空港や目的地まで快適
かつ安全・安心に移動している。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジ
フラ構想
取組期間

広島デジ
フラ構想
取組期間

将来計画将来計画

・ 空港アクセスの利便性向上等に向けたシ
ステム改修の方向性などの検討
（県、広島国際空港㈱ 、県バス協会等）

R8年度以降

具
体
な
取
組

・システム改修仕様書の整理

・システムの運用・保守管理

現⾏の広島空港アクセス等
情報システム（以下「システ
ム」という。）では、イレギュ
ラー時における発⾞時刻の
変更や臨時便の運⾏、代
替アクセス、所要時間の表
⽰など、利用者ニーズに応
じた情報をリアルタイムで的

確に表⽰できない。

従 来
【取組分類】

「円滑な物流・人流
の実現」
課 題

【R7以降の取組⽅針】
利用者ニーズを踏まえシステムの機能強化を図り、空港アクセスにおける利用者
の最適な選択を効果的にサポートできる環境を整備する。

将来像

【R7年度 システム構築業務の発注】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・イレギュラー時における発⾞時刻の変更や臨時便の運
⾏、代替アクセス、所要時間の表示など、利用者ニーズ
に応じた情報をリアルタイムで的確に表示できない。

【R6年度 システム改修に向けた検討】

公募型プロポーザルにより、
システム構築業務を発注(R7.９)

【R7年度 システム開発の開始】

利用者ニーズを踏まえた
システム開発の開始（R7.11〜)

R7
取組

業務発注に向けて機能⾯や設備⾯
などの仕様を検討

将来像

令和７年度の取組
・ＣＩＭ活用を推進するため、ＣＩＭ活用業務の対象を拡大（６月）

（参考：R3年度10件、R4年度20件、R5年度29件、R6年度39件）
・ＣＩＭ活用業務への更なる理解を深めるための発注者向け講習会を実施（７月、８月）

主要構造物におけるＣＩＭの完全実施（i-Constructionの推進） ⑥-01主要構造物におけるＣＩＭの完全実施（i-Constructionの推進） ⑥-01

【将来像】

測量・調査から設計、施工、維持管理の一連の建設⽣産・管理システムの各段階において、３次元モデ
ル等の活用が進み、品質確保・向上や建設現場の⽣産性が向上している。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」
課 題

・３次元モデルの利活用は
地元説明や関係機関協議
が中心

・施工や維持管理への活用、
後工程へのデータの引継ぎ

【R７以降の取組⽅針】
・国の動向なども踏まえ、施工や維持管理への利活用を検討

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・３次元モデルの利活用が不⼗分
・施工、維持管理への活用が進んでいない

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

・CIM活用業務の発注方式に受注者希望型を追加
・CIM推進モデル業務試行要領を随時改訂
・CIMに関する研修など人材育成の取組を実施
・設計、施工、維持管理など各段階におけるCIM活用の試行実施

R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・CIM業務の適用範囲の拡大検討
・設計、施工など各段階におけるCIMの活用

10％ 20％ 30％ 60％

・CIM活用工事試行要領の策定

主要な土木構造物におけるCIM業務の活用割合が全体の

【R６年度までの主な活用方法】
■ 事業説明への活用 ■ 特定部の確認・設計協議への活用

【R７年度以降 施工・維持管理への活用検討】

（出典）BIM/CIM取扱要領（R7.3・国土交通省）

橋梁工の施工ステップ 仮設備等の確認

R７取組

発注者向けの研修を実施

・活用拡大に向けた制度改正
（一定規模以上の設計業務は発注者指定型で発注）
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令和７年度の取組
・ＩＣＴ活用工事を推進するため、対象工事の規模等を拡大及び適用工種（コンクリート堰堤工）の追加（６、８月）

85工事で発注 ※Ｒ７.８月末時点

・建設業団体との意見交換会を踏まえ、ＩＣＴ活用工事の更なる理解を深めるための受注者向け講習会等を実施（10月～）

土工工事におけるＩＣＴ活用工事の完全実施（i-Constructionの推進） ⑥-02土工工事におけるＩＣＴ活用工事の完全実施（i-Constructionの推進） ⑥-02

【将来像】
・ICT活用工事の実施拡大に伴い、品質確保・向上や建設現場の生産性が向上している。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

【R7以降の取組⽅針】
・発注者指定型の対象⼯事の規模等を拡大及び適用⼯種の追加
・ＩＣＴ活用⼯事の更なる理解を深めるための受注者向け講習会等を継続して実施

将来像

【R７年度 ICT活用工事の普及に向けた取組】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・受注者希望型の実施率が低い
・未経験企業が多い

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

【工種・規模】
○土工(500m3以上)
・河道浚渫工事
・砂防堰堤工事
・その他工事（予定価格１億円程度）
○舗装工(1,000m2以上)を追加
・予定価格3,500万円程度
【発注型式】
・発注者指定型に加え、受注者希望型を導入
・簡易型ICT活用工事導入（受注者希望型）

【工種・規模】
○土工(500m3以上)
・原則、すべての工事
⇒ICT活用工事の発注100％（達成）
○舗装工(1,000m2以上)
・原則、すべての工事
○その他工種
・河川浚渫、法面工等を追加
【発注型式】
・簡易型ICT活用工事導入 （発注者指定型追加）

【工種・規模】
○土工(500m3以上)
・原則、すべての工事
○土工(500m3未満)
・効果が期待できる工事
○舗装工(1,000m2以上)
・原則、すべての工事
○その他工種
・橋梁上部、基礎工、擁壁工等を追加
【発注型式】
・発注者指定型及び発注者指定（簡易）型の
対象工事を拡大

【工種・規模】
○土工
・原則、すべての工事
○舗装工（1,000m2以上）
・原則、すべての工事
○その他工種
・浚渫工（港湾）を追加
【発注型式】
・発注者指定型及び発注者指定
（簡易）型の対象工事を拡大

【工種・規模】
・規模や工種を見直し、
対象工事を拡大
【発注型式】
・発注者指定型の対象
工事を拡大

・ICT活用工事の普及に
取り組んでいるが、年間
10件程度の試⾏に留
まっている
・国では、2025年度まで
に⽣産性２割向上を目指
し、ICT活用工事の実施
拡大を進めている

②３次元測量データによる設計・施工計画

③ＩＣＴ建設機械による施工 ④検査の省⼒化

①UAV等による３次元測量

R7取組

意⾒交換会の開催
官民が連携し、ICT活用工事の
普及拡大を目的とし、建設業団
体との意見交換会を開催

現場⾒学会の実施
現場での活用拡大
を目的とし、受発注
者の現場見学会を
実施

研修の開催
ICT活用に関する理
解を深めることを目
的とし、発注者向け
の実践講座を開催

受発注者間の協議・臨場等の高度化・効率化（i-Constructionの推進） ⑥-03受発注者間の協議・臨場等の高度化・効率化（i-Constructionの推進） ⑥-03

令和７年度の取組
・遠隔臨場実施工事の拡大（５千万円以上の工事を発注者指定型、５千万円未満の工事を受注者希望型で発注）（６月）

72件を発注者指定型で発注（R7.8末時点）
・遠隔臨場による実地検査の導入に向けた試行を拡大（11月～（予定））

【将来像】

・移動や協議に要する時間の短縮により、現場の手待ち時間が削減されている。
・少ない人手で、正確かつ迅速に出来形等の確認ができている。

従 来
【取組分類】

「受注者間の協議・臨場等
の高度化・効率化」

課 題

・不測の事態が⽣じて発注者
の確認等が必要となった場合
などに、現場で手待ちが⽣じて
いる

【R7以降の取組⽅針】
・遠隔臨場実施⼯事の拡大
・遠隔臨場による実地検査を試⾏し、課題抽出及び改善検討を⾏う

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・遠隔臨場の普及促進
・遠隔臨場による実地検査の試⾏拡大

・出来形等の確認作業におい
て、現場の人手を要している

将来像

将来計画将来計画広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

具
体
な
取
組

・遠隔臨場の試⾏

【R6年度 遠隔臨場の本格運用（発注者指定型
の導⼊）及び遠隔臨場による実地検査の試⾏】

【R4・5年度 遠隔臨場の試⾏】

・遠隔実地検査の試⾏

監督職員

・遠隔臨場の取組事例を
職員間で共有

【R7年度 遠隔臨場における発注者指定型
の拡大及び遠隔臨場による実地検査の試
⾏拡大】

・遠隔臨場の継続・
改善
・遠隔実地検査の
検討

・Web会議システムを
活用した検査、打合わ
せの実施（R2～）
・遠隔臨場の試行開始

・遠隔臨場の継続・
改善
・遠隔実地検査の
試行検証

・遠隔臨場実施工事の導入
・遠隔実地検査の試行拡大
・デジタルデータを活用した
確認・立会手法の検討

・遠隔臨場実施工事の適用拡大
・遠隔実地検査の試行拡大

・遠隔臨場実施工事の拡大（R7.6）
・遠隔臨場による実地検査を試⾏（R7.11〜（予定））

R７取組
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令和７年度の取組
・電子契約システムの導入に向けた関係規則等の改正、事業者及び発注者向け説明会の開催（９月）
・電子契約システムの運用開始（10月～）

公共事業の調達事務の電子化 ⑥-04公共事業の調達事務の電子化 ⑥-04

【将来像】
⼊札から納品までの一連の事務を電子化し、オンラインで⼿続きが完結できている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

・契約手続が書面のままとなっ
ている

・執⾏伺いなど、決裁の電⼦
化が進んでいない

【R７以降の取組⽅針】
・電子契約システムの導⼊に向けた規則等改正と運用開始

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
⼊札、契約、実施、納品の一連の事務のうち、一部において書⾯による⼿続きが
残っており、オンラインで⼿続きが完結できていない。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・電子入札シス
テムの改修着手
・電子契約シス
テムの検討

R8年度以降

具
体
な
取
組

・電子契約システムの
導入に向けた業界、
職員へのヒアリング
・システム要件の整理

・電子契約シス
テムの開発開始

・システムの検証・改修・電子契約シス
テムの運用開始

【R６年度までの主な取組】

【電子契約の主な機能】
①テレワークなど新たな働き⽅への対応（ワンタイムパス等による認証、書類受付機能）
②契約図書全ての電子化への対応（ハッシュ値の⽣成及びブロックチェーンへ記録）
③既存システムとの連携（FTP連携の活用 など）

R7取組

公募型プロポーザルによる
提案の募集・採用 電子契約システムの開発開始

【R７年度 電⼦契約導⼊に伴う規則等改正】

将来像

【導⼊に伴う説明会】

導⼊に伴う規則等改正
(R7.9告示) 電子契約導⼊に伴う説明会 (R7.9)

将来像

令和７年度の取組
・国土交通DPFとのシステム間連携開始（７月）
・国・市町保有ボーリングデータを集約・拡充し、DoboXで公開（令和８年３月予定）

国・県・市町における業務・工事成果等の共有化 ⑥-05国・県・市町における業務・工事成果等の共有化 ⑥-05

【将来像】

・事業主体の違いによらず、工事・業務の位置情報や成果品が共有されている。
・成果品データ等の利活用が進むことで、より効率的な事業実施が推進されている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

・地質調査や測量などの成果
品は国・県・市町それぞれで
保管・管理している。

・他の主体が実施している業
務・工事の情報が把握でき
ない。

・納品後のデータは⾏政内部
で保管され利活用が不⼗分

【R7以降の取組⽅針】
・国や市町とのデータ連携等によりデータの充実を図り利活用を推進

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・国や市町のデータが不⼗分
・成果品の電子化は一部市町に留まっている

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

・各市町の成果品管理状況
を踏まえた連携方法の検討
・オープン化するデータ等の
検討
（市町も含む）

・国・市町との連携
・市町における成果品の
電子化に向けた支援

具
体
な
取
組

・連携データの拡大
・関係機関と活用方
法の検討
・国、市町が保有す
るボーリングデータ
の共有

・国の３次元点群
データ共有プラット
フォームとの連携

【R７年度 業務成果品等の電⼦化⽀援】【R６年度までの主な取組】

様々な主体が保有する工事等のデータが
共有・活用され、事業が効率化

・国・市町が所有する
データ連携基盤などとの
連携

国土交通DPFとの
相互システム間連携開始（R7.7）

国

県 市町

様々な主体と
データ連携

必要なデータを活用

R７取組

DoboXにおいて県所有の地質調査、
測量業務成果の公開を拡充（R7.2）
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令和７年度の取組
・市町、企業団、民間インフラ事業者（NTT等）、が保有する地下埋設物情報の収集開始（４月～）
・三原市・海田町などが保有する下水道管路データ公開のための関係者ヒアリング（６月～）

地下埋設物情報の共有化 ⑥-06地下埋設物情報の共有化 ⑥-06

【将来像】

・国・県・市町・⺠間事業者が所有する地下埋設物に関する情報がデータ基盤にて一元化・共有されている。
・各管理者によって地下埋設物の３次元モデル（デジタルツイン）が作成され、正確な埋設物判断や
協議に関する業務が省力化・効率化されている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

・工事や調査毎に発注者と各地
下埋設物管理者が協議を
⾏っており、事務に多くの人員
や時間が費やされている。

・一部の地下埋設物施設管理
者の台帳はデジタル化されて
いない

【R7以降の取組⽅針】
・DoboXにおける地下埋設物情報の一元化・共有化
・モデル地区の拡大

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
地下埋設物情報の共有化が進んでおらず、施設毎
に⽴会依頼や協議を⾏うなど、事務に多くの人員や
時間が費やされている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組

・地下埋設物情報の共有化に向けた検討
・国・市町・民間等とのデータ連携調整・勉強会の開催

・モデル地区の拡大
・拡大するモデル地区における地下埋設物情報の共有化

出典：国土交通データプラットフォーム 地下設備の３次元モデルの構築
（横浜関内・みなとみらい地区）
https://www.mlit-data.jp/platform/showcase/case-1.html

【R7年度 地下埋設情報のデータ拡充】【令和6年度まで地下埋設情報の一元化・共有化】

R7取組

新たに三原市・海⽥町などの下水道管路データを
DoboXで公開するための関係者ヒアリング実施

・モデル地区における地下埋設物情報の収集
・管理者間におけるデータの共有化に向けた調整

・県・市町・民間等とモデル地区における
データ連携調整

庄原市の下水道管路データをDoboXに搭載し、
関係者のみで共有できる環境の構築（R7.3）

【将来像︓地下埋設情報の３次元モデル化】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

法規制関係情報の一元表示 ⑥-07法規制関係情報の一元表示 ⑥-07

・関係法令45法令の規制
情報確認及び関係機関保
有ﾃﾞｰﾀの状況確認（優先
度の高い14法令から確認）

R8年度以降

具
体
的
な
取
組

・14法令中の区域データのない3法令の対応検討
・一元化データの拡大・システムの構築
・14法令以外の法令の対応検討
・オープンデータの順次拡大

工事箇所

必要な申請等 申請先
・◎◎◎ ・●●●
・◆◆◆ ・○○○
・□□□ ・▲▲▲

・１４法令の規制情報確認及び関係
機関保有ﾃﾞｰﾀの状況確認
・一元表示のための仕様検討

（従来：法規制表示のイメージ）

令和７年度の取組
・宅地造成及び特定盛土等規制法に関する既存盛土情報を、DoboX上の可視化サイトで一元表示（５月）
・古墳などの文化財保護法に関する規制区域を、DoboX上の可視化サイトで一元表示（４月～）
・「法規制関係情報一元表示」の取組の周知・活用促進（９月～）

【将来像】

・様々な法令に関する位置データ等が一元化されており、工事箇所をクリックするだけで法規制関係の情報が
表示されるシステムが構築され、申請・届出事務が効率化されている。

従 来
【取組分類】
「法規制の

一元化表⽰」
課 題

・申請・届出の必要性は、
各関係機関の持つデータと
それぞれ照合し、確認を⾏っ
ており時間を要している

【R7以降の取組⽅針】
・14法令以外の法令に係る規制区域や規制情報等の一元表示の拡充・整理。
・法規制関係一元化表示の活用促進

将来像

【R6年度まで DoboXで優先法令の一元表示・一元法令の拡充】

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・各機関の所有するデータ形式が様々である
・紙やPDFデータのGIS化に費用と時間を要する

・工事着手前に、関係機関と
協議し 、申請・届出が必要
な事例か確認し、手続きを
⾏っている

【R7年度 一元表示の更なる拡充・周知】
R7取組

古墳

被爆樹木

工事規制区域

法規制関係情報の一元表示
のさらなる拡充・活用促進

既存盛土
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AIなどによる積算チェック機能及び工事発注までの作業効率化 ⑥-08AIなどによる積算チェック機能及び工事発注までの作業効率化 ⑥-08

令和７年度の取組
・積算システムにおける違算防止サポート機能の拡充（８月）

【将来像】

・ＵＡＶによる測量データから図面を作成し、数量計算が自動化。チャットボット機能等により積算業務が支援。
・AIなどによる積算チェック機能により、現場や積算の経験が浅い若手職員でもミスを減らすことが可能。審査
職員による審査の時間が短縮。

従 来
【取組分類】

「AIなどによる積算チェック
機能及び工事発注までの

効率化」
課 題

・積算業務は、図面と数量の
チェック、数量の⼊⼒や歩掛の
条件設定など、作業が多く、複
雑な作業内容である。

【R7以降の取組⽅針】
・積算システムに導⼊した違算防⽌サポート機能の拡充を図るとともに、課題抽出及び改善検討を⾏う

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・違算防止サポート機能の拡充

・設計書作成後、審査職員の
チェックにも時間がかかってい
る。

将来像

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島県デジフラ構想 取組期間広島県デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

【R5年度 違算パターンのデータベース化
及び積算システムの改修】

【R6年度 違算防⽌サポート機能の導⼊】

・時間短縮や精度向上などの
効果検証、機能改善
・積算基準書の改訂に伴う
データベースの更新

・違算チェック機能の検討
・UAVを活用し、現場条件
などの状況調査、図面の
作成に向けた検討
・数量計算書と積算シス
テムの連動機能の検討

積算システムへ積算サポート
機能の導入検討

積算システムへ違算サポート機
能を導入

単価表

積算
基準書

（イメージ図）

その他
定義

違算パターンの
データベース更新・拡充

ＩＣＴの
定義

二重計上
の定義

計上漏れ
の定義

・積算システムに違算防止サポート機能を導⼊
・データベースを違算防止サポート機能へ登録

・積算基準書等の改訂に伴う違算パターンの
データベースを更新及び拡充（R7.8）

【R7年度 データベースの拡充】

その他
定義

ＩＣＴの
定義

二重計上
の定義

計上漏れ
の定義

違算パターンの
データベース化

・違算パターンのデータベース化及び
システム改修に着⼿

その他
定義

ＩＣＴの
定義

二重計上
の定義

計上漏れ
の定義

R7取組

監督業務などのサポート機能の構築 ⑥-09監督業務などのサポート機能の構築 ⑥-09

令和７年度の取組
・AIチャットボットによる積算・監督業務等のサポート機能の拡充（９月）

【将来像】

・工事や業務を進める上で、必要な知識が補完されている。
・熟練技術者の技術的な知見や監督する際のポイントがデータベース化され、若手技術者や市町職員など
へも伝承されている。

従 来
【取組分類】

「監督業務などの
サポート機能の構築」

課 題

・⾏政サービスの多様化に伴い、
業務量が増加しており、熟練
技術者から若手技術者へ技術
的な知識やノウハウが⼗分に
伝承されていない

【R7以降の取組⽅針】
・導⼊したAIチャットボットのデータベースの拡充を図るとともに、課題抽出及び改善検討を⾏う

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・AIチャットボットによる機能の拡充

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

具
体
な
取
組

将来計画将来計画広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

【R4・5年度 技術⼒向上に資する事例収集及び
チャットボット等による⽀援検討】

【R6年度 AIチャットボットによるサポート機能
の導⼊⽀援】

・データベース（監督業務等）に
搭載するデータのニーズ調査
・データベース（監督業務等）の
仕様の検討

データベース（監督業務
等）を活用したチャットボッ
トによる支援機能の検討

・効果検証、機能改善
・技術基準書等の改訂に
伴うデータベースの更新

データベース（監督業務
等）を活用したチャットボッ
トによる業務支援を構築

将来像

【R7年度 データベースの拡充】

AIチャットボットの活用?
生成AIの活用?

検査関係

積算・監督
関係

スライド条項
関係

入札・契約
関係

FAQ等のデータベース化

・AIチャットボットによる積算・監督業務等
のサポート機能を導⼊・新たな支援⽅法を検討 ・事例を収集し、職員向けに教材化

検査関係

CCUS

関係

積算・監督
関係

スライド条項
関係

入札・契約
関係

法令関係

データベースの更新・拡充

・積算・監督業務等に係るデータベースを
更新及び拡充（R7.9）

R7取組
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令和７年度の取組
・ＡＩ技術を活用した地形改変箇所等の抽出業務（５年で県内５ブロックを一巡、５ブロック目）が完了（８月）

ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の抽出 ⑥-10ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の抽出 ⑥-10

【将来像】
・新旧の航空写真等から地形改変や土地利用状況の変化のある箇所を自動的に抽出し、調査の効率化と
管理の⾼度化が図られている。
・確実な区域指定により、土砂災害から命を守るために県⺠一人ひとりの適切な避難⾏動につながっている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の
推進」

課 題
・県内の⼟砂災害警戒区域
等の指定は完了

・対策施設整備や新たな宅地
開発等、⼟地利用の変化に
応じて適切な区域指定の⾒
直しが必要

・県内5ブロックの実証開始（R3〜）
・抽出レベルの検討、抽出精度の確認

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・調査の効率化につながる自動抽出技術の⾼度化のた
めの学習データの蓄積、深層学習への取組が不⼗分
・他分野への技術の展開が進んでいない

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

・最終的な判断も含めＡＩが地形
改変箇所等を抽出（本格実施）
（３巡目調査）

具
体
な
取
組

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・確立した技術を踏まえ、抽出
レベルの向上に向けた試行や、
他分野等への適用を検討

・ＡＩによる地形改変箇所の抽
出レベルを検討し試行を開始
・抽出箇所の精度等を確認
（２巡目調査）

R8年度以降

【R7以降の取組⽅針】
・３巡目調査に向け、本技術も活用しながら、新技術等の情報収集を⾏い、より効率的・効果的な抽出⼿法を検討する。

・県内５ブロック目の抽出完了
（R7.8）

【R7年度 AI活用技術の実装】【〜R6年度 AI抽出】

・航空写真を用いた建物AI抽出は実装段階に到達
（R7.8）

安芸高田市

R7取組

令和７年度の取組
・BIM推進モデル業務（基本設計レベル）の試行・検証（延床面積が概ね2,000㎡以上の新築工事の設計業務）（9月）
・設計BIMモデルの導入に向けた設計事務所等へのアンケート実施の上、広島県BIM取扱要領及び発注者要件EIRの策定（10月～）

３次元設計（BIM）の試行実施拡大 ⑥-11３次元設計（BIM）の試行実施拡大 ⑥-11

【将来像】
・設計・施工・維持管理のプロセス間で３次元モデル（BIM）が連携され、建設⽣産・管理システムが効
率化されている。
・品質・⽣産性向上、概算コスト算出の迅速化、コスト・工程管理の精度が向上している。
・維持管理が省⼒化されている（設備更新や改修等の投資・実施判断等）。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

・２次元図面（CAD)では、
意匠・構造・設備の各図面
で不整合が発⽣しやすく、手
戻りやミスが起きている。

・多種多様な業種が混在し
ており、施工工程が複雑で
あり、合理化されていない。

【R7以降の取組⽅針】
・普及への促進として数件程度の３次元データ（基本設計レベル）の提出とヒアリング
・受注者側の課題整理の上、設計ＢＩＭ取扱要領及び発注者要件EIRの検証・策定

将来像

【R6〜 BIM活用での試⾏（内観・⼲渉チェック図及び外観図）】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・県内建築業界におけるＢＩＭ導⼊の遅れ
・設計から施工までの一貫したＢＩＭ活用には至っ
ていない

【R5 設計業務にかかるEIR】

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

将来計画将来計画

・設計BIMモデル導入に
関する設計事務所・建設
事業者へ普及・啓発

システム構想の検討
・目指す姿のイメージの整理
・BIMを活用した試行・先行事例の調査、 課題整理、有識
者への意見聴取
・BIM操作技術取得のｼｽﾃﾑ構築(研修等)
・環境整備（ﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪｱ、ﾃﾞｰﾀ管理・保管等）
・建設業界とのﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ構築を検討
・取扱要領の検討（運用ルール等）

具
体
な
取
組

・広島県BIM取扱要
領(案)の策定
・発注者要件EIR
（案）を作成

・設計BIMモデルの導
入に向けた広島県BIM
取扱要領及び発注者
要件EIRの検証、策定

発注者要件EIRの試⾏(R５.６)

R7取組

基本設計レベルのBIM推進モデル事業の試⾏・検証及び課題整理
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公共事業の進捗状況の見える化 ⑥-12公共事業の進捗状況の見える化 ⑥-12

令和７年度の取組
・発災直後における被災状況等のとりまとめについて、作業の効率化や被災状況の見える化を図るため、
 被災報告アプリの試行及び現地から災害報告できるタブレット端末の導入（７月）
・被災状況等の外部公開に向け、被災報告アプリと既存システムとの連携方法について検討（10月～）

【将来像】

・公共事業の調達から完了に至る進捗状況を、一元的に⾒える化できている。
・データの利活用によって、公共事業の平準化が図られている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題

・県⺠や建設事業者は、個々
のページから必要な情報を検
索し、情報収集を⾏っている

【R７以降の取組⽅針】
・公共事業の箇所ごとに「設計・発注・工事・完成」などの各段階の進捗状況をシステムと連携し、公表する⽅法を検討
・災害復旧事業の⾒える化に向けて、災害DB等のアプリ・システムとＤｏｂｏＸを連携

将来像

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・通常事業の進捗状況の表示内容、⼿法

・公共事業に伴う業務委託や
工事の発注⾒通し、工事の
進捗状況などを県ＨＰで公
開している

R８年度以降R８年度以降R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・災害発⽣から復旧までの情
報が⼗分に提供できていない

工事等の発注見通し
（一覧表で公開）

災害復旧工事の進捗状況

（地図データ上で公開）

【R６年度まで 災害復旧事業等の進捗状況公開】

R７取組
【R７年度 被災報告アプリの試⾏】

・進捗管理に関する個別シ
ステムやデータ等の詳細
調査・連携方法の検討

・災害復旧事業の進捗状
況等の情報共有（見える
化）に向けたアプリ構築
・局間を超えたWG構築

・試行結果を踏まえたア
プリの改善

従前より、災害復旧事業の進捗状況をHPで公開 作業の効率化等に向けた被災報告アプリの試⾏

地図上で見える化

調査状況の共有

現地で
被災情報⼊⼒

用地関連業務における支援データベースの構築 ⑥-13用地関連業務における支援データベースの構築 ⑥-13

令和７年度の取組
・関係例規等の改正に伴うデータベースの追加、更新（９月、令和８年３月予定）
・局内研修（経験年数１年目）において、データベース等の作成背景、使用方法を説明し、利用促進（７月）
・チャットボット等の運用に伴う意見聴取、検証（11月～）

【将来像】

・用地業務を進める上で必要な知識が蓄積されており、現場や職場での利用が進み、業務の効率化が図れ
ている。
・初任者がベテランの知識やノウハウを迅速に活用できている。

従 来
【取組分類】

「効率的な事業の推進」

課 題
・用地関連業務は、関係例規
と個々の事例に応じた判断が
多く、事例検索、ノウハウの共
有・継承に時間を要している。
・参考文献も紙ベースの資料
が多く、業務の⽣産性を上げ
る仕組み（⾃動化、AI活用な
ど）が、⼗分とは言えない。

【R7以降の取組⽅針】
・年２回、データベースを追加、更新し、初任者への利用促進を図る。
・チャットボットの操作性の改善。

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・データベースの活用が少ない。
・毎年度、初任者が配属される。
・随時、関係例規等は改正される。

将来像

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

具
体
な
取
組

将来計画将来計画広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

・利用シーンと必要データ調査
・データベース/検索の仕組み
及びルール検討
・既存資料のデータベース化

・チャットボットの操作性等
の改善
・データ更新、追加
・利用促進

【R7年度 データベース更新】【R4年度 業務⽀援データベース作成】

年2回データベースを更新し、
現在3,846項目（R7.9）

各種資料から3,454項目のＱ＆Ａ
形式のデータベースを作成（R5.3）

・検索機能の向上のため、AI
チャットボットを実装（R6.3）

【R5年度 AIチャットボット実装】 【R7年度 利用促進】

研修で利用促進(R7.7)

R7取組

・データベース供用開始
・データ更新、追加
・データベースを活用したチャット
ボットによる業務支援の検討、調整

・チャットボット供用開始
・データ更新、追加
・利用促進
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ドローン等を活用した施設点検の高度化・効率化 ⑦-01ドローン等を活用した施設点検の高度化・効率化 ⑦-01

令和７年度の取組
・各施設点検において、新技術等を活用した点検を引き続き実施（５月～）
・排水機場ポンプ分解整備後の振動データを蓄積し、そのデータを解析することで異常検知システムを構築（８月～１月）

【将来像】
・センサー等による継続的なモニタリングを行うことで、高精度な劣化予測が可能となり、維持管理が高度化されている。
・施設の損傷度の把握や変状箇所の発見が的確かつ迅速に行われている。
・施設点検に係る人的な負担が軽減されている。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」
課 題

・施設毎に定められた点検頻度
に基づき、数年に１回施設点
検を⾏っている

【R7以降の取組⽅針】
・新技術を用いた施設点検（試⾏を含む）の継続、ノウハウの蓄積
・振動データを収集・蓄積・解析することで、異常検知システムを構築、遠隔監視

将来像

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・新技術の活用に伴う点検コストの増
・排水機場ポンプの異常を知らせるシステムが構築で
きていない

・目視による施設点検を原則
とし、結果をシステムに⼊⼒し
ている
・管理用道路がない箇所や⽔中
で目視が困難な施設もあり、点
検に時間と費用を要している

【R６年度 ドローンを活用した施設点検の
高度化・効率化】

・マルチスペクトルカメラを搭載
したドローンにより樹木の活性
度調査を実施

【R７年度 ドローンを活用した施設点検の高度化・効率化、振動データの収
集・蓄積・解析による異常検知システムの構築】 R７取組

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・センサーによるモニタリング方法の検討・箇所の抽出
/センサーの設置

・モニタリングデータの蓄積
・データ分析・予測保全の検討

・ドローン等を活用した点検の導入拡
大に向けて、ガイドラインや標準仕様
書（案）を策定するなど、施設分類を
横断した利用環境の整備

・ドローン等で取得した点検データの分析／導入
拡大に向けた事例の共有（研修・発表会等）

・ドローン等を活用した点検の試行・拡大
・目視点検結果との比較検証

・水中ドローンを活用した水中調査デモの実施

モニター状況

・ドローンを用いた橋梁点検を実施

令和７年度の取組
・広島ＡＩラボと連携し、ＡＩ（大規模言語モデル：LLM）を活用した法面変状の検知精度向上に向けた検討（４月～）

法面の崩落予測技術の構築 ⑦-02法面の崩落予測技術の構築 ⑦-02

【将来像】
・道路法⾯や構造物のより効果的・効率的な点検・整備がおこなわれている。
・崩落等により予測される災害などを未然に防ぐことができ、道路 利用者の安全が確保されている。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」
維持管理の課 題

・道路法面や構造物の変状を、
人の目により確認している

・法面崩落や落⽯について、
事前に予測し、対応することが
困難なため、事後的な対応に
なることが多い

【R７以降の取組⽅針】
・広島ＡＩラボと連携し、AI（大規模⾔語モデル︓LLM）を活用し、画像から法⾯変状を
把握する⼿法について検討を⾏う。

将来像

【将来像と現状（R６）とのギャップを踏まえた課題】
・安定した精度で法⾯変状を把握できる⼿法の構築

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

【実証実験】
・実証実験を実施し、
データ蓄積、AIによる
法面変状把握技術の
構築を開始

R8年度以降

具
体
な
取
組

【実用化に向けたシステム改修等】
・実証結果を踏まえ、本格運用する技術を決定
・本格運用（第１段階）に向けたシステム改修等
（法面変状把握技術の構築、GPSを活用した
データ取得等の運用手法の確立）

【R6年度 法面変状把握技術の精度向上等】
R７取組

【R7年度 AIを活用した法面変状把握の検討】

独自開発したAIを用いた上で法⾯変状検知⽅法にメッシュ⽅式を取り⼊れる等、検知
精度向上の取組を⾏ったが、天候等の影響により変状把握の精度が不安定であった
（R6.4〜R7.3）

⾞両から撮影した画像を用いて、AI （大規模⾔語モデル︓
LLM）が法⾯の状態を判断できるか検討（R7.4〜）

【変状把握手法の試行】
・令和６年度までの取組を踏まえ、新たな変状
把握方法（LLM）を試行し、法面崩落予測技
術の構築に向けて取り組む。
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令和７年度の取組
・除雪支援システムの運用を行い、継続的なモニタリングを実施（継続中）
・除雪事業者のニーズを踏まえた、スマホアプリを活用した位置情報共有システムの試験運用を実施予定。（12月～）

除雪作業における支援技術の構築 ⑦-03除雪作業における支援技術の構築 ⑦-03

【将来像】
・経験の浅いオペレータでも除雪作業へ従事できるようになり、除雪体制を将来にわたり維持できている。
・円滑な除雪作業により、道路利用者の安全が確保されている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」

課 題

・熟練オペレータの高齢化に伴う、
除雪従事者の担い手が不⾜。

・経験の浅いオペレータでも1人で
除雪作業に従事でき、将来的に
安定した除雪体制を確保する
必要がある。

除雪作業⾞へ除雪作業の
支援技術を実装 (R4.10~)

【R７以降の取組⽅針】
・除雪従事者の担い⼿不⾜解消のために求められている機能を再検証し、R8年度以降の取組⽅針を
再整理するとともに、ニーズに即した支援技術の運用を検討する。
・スマホアプリを活用した位置情報共有システムの試験運用を実施予定。

将来像

【R７年度】【R6年度まで】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・除雪事業者のニーズに寄り添った機能の実装
・除雪状況の⾒える化を⾏うための機能の実装
・ランニングコストが低減できる⼿法の検討

ロータリー除雪車

除雪風景

R７取組

位置情報の共有・公開

日報の自動作成

除雪機械の位置情報共有・公開、
⽇報作成を自動で⾏う除雪管理システムを試験運用（R6.4〜）

【実証実験第二段階】
・R2実証実験での課題を解決す
る効果が高いと判断された技術
について、実証実験を継続
・実証規模を拡大し、データ取得
技術・支援技術を構築

【本格運用の開始】
・県保有の除雪機械へ段階的
に本格導入し、除雪作業の支
援システムを本格運用

【実用化に向けたシステム改修等】
・実証実験の結果を踏まえ、本格運
用する技術を決定
・本格運用に向けたシステム改修等
（システム改修、一部地域で実装等）

【除雪管理システムの試験運用を
開始】
・除雪機械の位置情報の公開
や除雪作業完了後に日報作成を
自動で行う機能を試験運用

スマホアプリを活用した位置情報共有システムを
試験運用予定（R7.12〜）

令和７年度の取組
・画像解析やＡＩなどの技術を用いた日常点検（道路巡視による路面性状だけでなく区画線や道路附属物等を含めた点検）

への活用についての検討（12月～）

路面管理の効率化と路面陥没等を予測する技術の構築 ⑦-04路面管理の効率化と路面陥没等を予測する技術の構築 ⑦-04

【将来像】
・画像解析やＡＩなどの技術を活用して点検の効率化・低廉化が図られている。
・路面陥没等を予測する技術により事故を未然に防ぐことで、道路利用者の安全が確保されている。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」

課 題

・週１回の道路巡視など
による⽇常点検や5年に
１回の路面性状調査を
実施している。

・管理する道路延⻑は約
4,200kmと膨大である
ため、従来の調査手法で
は時間も費用もかかる。

【R7以降の取組⽅針】
・画像解析やＡＩなどの技術による⽇常点検への活用の試⾏
・道路陥没を予測する技術の継続的な検討

将来像

【R６年度 路面陥没の発⽣を予測する技術の構築】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・路⾯性状について、点検精度の向上が必要
・路⾯性状だけでなく区画線や道路附属物等を含めた⽇常点検への
活用が必要
・路⾯陥没の発⽣を実用水準で予測できない

【R7年度︓⽇常点検への活用についての検討】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・車載カメラによるAI画像解析による路面性状把
握および路面陥没（穴ぼこ）の予測技術の実証
実験の規模を拡大し継続
・AI技術を活用した区画線診断システムの導入・
点検
・レーダー探査による路面下の空洞の状況の調査
を実施

R8年度以降

具
体
な
取
組

・実験結果を踏まえ、本格運用する技術
を決定
・本格運用に向けたシステム改修、要領
等の整理、一部地域での実装等を実施
・区画線点検と路面下空洞調査を継続し
て実施

R7取組

・路面性状を把握する技術を県管理道路の全線
で実装、振り返りなど
・路面陥没を予測する技術の試行運用開始
・予測技術の精度向上に向けたデータ取得
・区画線点検と路面下空洞調査を継続して実施

画像解析やＡＩなどの技術による⽇常点検への活用について
の検討（R8.12〜）

県内すべての道路巡視⾞両に搭載したドライブレコーダーにより、予測精度向上
のためのデータ取得、蓄積を開始(R6.4〜R7.5)
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令和７年度の取組
・画像解析やＡＩなどの技術を用いた日常点検（道路巡視による路面性状だけでなく区画線や道路附属物等を含めた点検）
への活用についての検討（12月～）
・３次元データやデジタル施設台帳を活用した点検・診断の効率化・省力化の検討

道路附属物のAI技術等を用いた性状把握 ⑦-05道路附属物のAI技術等を用いた性状把握 ⑦-05

【将来像】

・ＡＩなどの技術を活用して点検・診断の効率化・省力化が図られている。
・劣化予測技術の高度化により、最適な時期での修繕工事や事故の未然防止が図られている。

従 来
【取組分類】

「維持管理の高度化
・効率化」

課 題

・膨大な施設数があり点検費
用などの維持管理コストが増
加

・道路照明の倒壊事故防⽌
など安全面の懸念

【R7以降の取組⽅針】
・劣化予測技術の検討
・3次元データやデジタル施設台帳を活用した点検・診断の効率化・省⼒化

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・センサーから得られるデータのみでは倒壊予測が困難
・機器の調達価格の⾼騰、ライフサイクルコストの増
・デジタル化された台帳が一元化されていない。

【R7年度︓⽇常点検への活用についての検討】

R7取組

広島デジフラ構想 計画期間広島デジフラ構想 計画期間

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R８年度以降

将来計画将来計画

具
体
な
取
組

【実証実験第一段階】
・センサーなどによる
自己点検技術の開発
・道路照明での実証実
験

【実証実験第二段階】
・道路照明の実証実験を
規模を拡大して実施
・実験対象に道路標識を
追加

R７年度

・照明・標識柱の腐食とデータの相
関性を検証（更なる検討が必要）
・デジタル施設台帳の作成

取得した三次元点群データ等をAIで抽出し台帳作成
（R6.2〜R7.3）

【R6年度︓道路附属物台帳のデジタル化】

点群データ画像データ

点群データ

案内標識

・デジタル台帳を用いた施設管理
・道路附属物などの性状把握技術
の検討

画像解析やＡＩなどの技術による⽇常点検への活用についての
検討（R8.12〜）

令和７年度上半期の取組
・UAVを用いた河川管理の高度化の実装に向けた検討（10月～）
（検討内容：モデル河川におけるUAVを用いたAIによる変状箇所の自動抽出及び河川管理ソフトの試行）

ドローンや河川GIS等を活用した河川管理の高度化・効率化 ⑦-06ドローンや河川GIS等を活用した河川管理の高度化・効率化 ⑦-06

【将来像】
・UAV等により、河川を横断的・縦断的にレーザ測量や撮影を実施することで、点検に係る人的な負担が軽減されている。
・UAV等で作成した画像データ等を用いることで、施設等の経年変化の状態を把握することができ、変状箇所が自動抽出されている。
・河川管理に関する情報をシステムで一元管理することで、確認時間の短縮など業務の効率化が向上している。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」
課 題

・現場に赴き、目視点検を⾏っ
ているが、管理用道路がない箇
所や近づくことが困難な場所が
ある。

・河川管理に関する情報を紙や
各システムにより個別に管理して
おり、所在地等の確認に時間が
かかっている。

【R7以降の取組⽅針】
・モデル河川におけるUAVを用いたAIによる変状箇所の自動抽出の検討
・河川管理ソフトの試⾏ 将来像

【将来像と現状（R6）との
ギャップを踏まえた課題】
・河川巡視と同レベルで変状箇
所を発⾒できるか実証が不⼗分
・河川情報のGISデータ化ができ
ていない

【AIによる解析結果】

堆積土状況等の把握

【AIによる変状箇所の⾃動抽出の検討】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・モデル河川で、UAVの自動飛行を
実施し、レーザ測量及びカメラ撮影
による必要なデータ取得を現地試行
・UAV等による取得データと河川点
検結果の検証
・RiMaDIS等とのデータ連携を検討

・モデル河川においてUAV等によ
る河川巡視･点検の実施（試行）
・河川GISを活用した河川管理シス
テムの構築検討

・変状箇所の自動抽出機能のシステム等の構築
・蓄積データのAI学習
・飛行ルートの設定
・変状箇所の自動抽出機能の試行運用
・UAV等による河川巡視・点検実施の対象河川の拡大
・他の公共土木施設への応用を検討

R7取組

AIによる変状箇所の自動抽出の検討 UAVを用いた河川管理ソフトの試⾏例

【河川管理ソフトの試⾏】
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令和７年度の取組
・排水ポンプ分解整備後の振動データの蓄積（８月～11月）
・蓄積データの解析・診断し、測定値が異常値を超えた場合に、異常を知らせるシステムを構築（12月～１月）

排水機場の排水ポンプの劣化予測システムの構築 ⑦-07排水機場の排水ポンプの劣化予測システムの構築 ⑦-07

【将来像】

・排水ポンプの状態を監視する機器から得られるデータと、劣化予測システムにより、適切な消耗
品や部品などの交換時期が明確となることで、高度な維持管理がされている。
・消耗品や部品などを適切な時期に交換することにより、施設の致命的な損傷を防ぐとともに、コス
ト縮減が図られている。

・

・

・

【R7以降の取組⽅針】
・排水ポンプ分解整備前後の振動データを診断・解析、劣化予測システム構築に向けたデータの蓄積
・蓄積データの解析・診断し、測定値が異常値を超えた場合に、異常を知らせるシステムを構築、遠隔監視

将来像

【R7年度 データ蓄積及びシステム構築】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・劣化予測システム構築のためのデータの不⾜
・異常を知らせるシステムが構築できていない

【R6年度まで 振動データによる不具合箇所との関連を検証、及びデータの蓄積】

・

・

・

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」

課 題

・専門技術者の減少

・設備の⽼朽化進⾏による

維持管理費の増大

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・劣化度などを検出するためのアルゴリズ
ムの構築※及び検証
・劣化予測システム構築・運用改善

※振動や温度変化などの蓄積したデータと、グリスやオイル、部品の交換
時期の相関性を整理し、劣化を予測するためのアルゴリズムを構築する。

振動データの解析によりポンプ異常時の不具合箇所の特定が可能であることを確認
劣化予測システム構築に向けたデータの蓄積

R7取組

排水ポンプ分解整備後の
振動データの蓄積

異常値を知らせる
システムの構築

・モデル排水機場の選定、状態を監視
する機器の設置、データ収集と蓄積

・モデル排水機場の排水ポンプにつ
いて、点検結果と状態監視データの
相関性を検証
・データ解析により、ポンプ設備の劣
化度を推定する指標案の検討

令和７年度の取組
・ドローンを活用した樹木の活性度調査結果と年次点検の樹木点検・診断結果の比較。（５月～６月）
・獣害被害の経過観察及びドローンを活用した樹木の活性度調査活用の検討（７月～）

ＩｏＴやドローン等を活用した公園の効果的な維持管理手法の確立 ⑦-08ＩｏＴやドローン等を活用した公園の効果的な維持管理手法の確立 ⑦-08

【将来像】

・IoTやドローン等を活用することにより、獣害による被害の軽減や公園施設の点検などの効果的な
対策が可能となり、適切な維持管理を行うことで、安全で快適な公園利用がされている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・Ｒ２年度の実証実験結果を踏まえ、
検証エリアを拡大し、実証内容のさら
なる改善を進める（獣害対策）

R8年度以降

具
体
な
取
組

・可能な対策を実施（獣害対策）
・効果的な維持管理手法の検討
（樹木点検等）

・引き続き、効果的な維持管理手
法を検討

【R7以降の取組⽅針】
・これまでの結果を踏まえ、公園の効果的な維持管理⼿法を
検討する。

将来像

【ドローンを活用した樹⽊の活性度に
関する調査を実施】

【樹⽊の活性度の解析結果と現場を⽐較】

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・獣害対策について、園路などの物理的に閉鎖できな
い箇所において対策が不⼗分な箇所がある。

従 来
【取組分類】

「維持管理の高度化・
効率化」
課 題

・公園の敷地は広く、管理施設も
多くあることから公園施設の維持
管理を⾏うためには公園管理者
の負担が大きい。

・獣害による被害（広場の堀り返
し等）への対策や園内の樹⽊の
健全度の把握などに時間と労⼒
がかかる。

【イノシシ⽣息マップおよび
鳥獣対策マニュアルの作成】

イノシシ⽣息マップ状況(R6.3)
データ解析により樹木の活性度を

確認(R7.2)

【解析画像】 【現地写真】

データ解析結果【樹木の活性度）と
現地の点検結果の確認(R7.4)

R7取組
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令和７年度の取組
・県営高陽住宅62号館 調査実施（５月）
・県営高陽住宅76,77号館 調査実施（６月）

ドローン等を活用した県営住宅の安全安心の確保 ⑦-09ドローン等を活用した県営住宅の安全安心の確保 ⑦-09

【将来像】

・ドローン技術を活用し、建物の劣化状況が⾼い精度で予測され、改修の必要性や優先度が判別されている。
・建物全体の3D化が図られ、現状の把握が早期に⾏われるとともに、劣化数量等も算出され設計・積算が効
率化されている。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」
課 題

・定期的な点検を実施している
が、目視や手の届く範囲での
打診調査となっている。

・外壁上部や庇部分等は、詳
細に確認することが難しく、点
検者によって評価結果にばらつ
きが⽣じている。 ドローン調査の試⾏

(R4.4)

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・特に⾼層住宅について、改修の必要性や優先度が
判別できていない

【R７以降の取組⽅針】
・改修の必要性や優先度を判別するために、ドローンによる⾼層住宅の
調査を実施

【R6年度まで ドローン調査の試⾏、指定管理者の決定】

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

具
体
な
取
組

・点検仕様の改訂
に向けた検証・検討

・外壁劣化調査（ドローン等を活用）による
データ蓄積、優先順位判定時活用

・点検仕様の改訂
（ドローン等調査追加）

・テスト調査（ドローンを活
用した外壁劣化調査）に
係るフィールド提供
・テスト調査効果検証・課
題抽出

指定管理者の業務仕様書にドローン調
査に係る内容を記載(R6.7)

【R７年度 調査実施】

⾼精度カメラを搭載したドローンにより外
壁等の劣化状況を調査（R7.5,6）

劣化状況を集計

撮影機器画像

R7取組

令和７年度の取組
・取り込まれていない台帳附図の特定、整理（～７月）
・取り込まれていない台帳附図の位置特定及びDoboXとの連携検討（８月～）

道路台帳附図閲覧の利便性向上 ⑦-10道路台帳附図閲覧の利便性向上 ⑦-10

【将来像】
・附図利用者はインターネットを介して自由に閲覧可能となる。
・県内部での情報共有が進み業務の効率化が図れている。
・定期的更新実施によりデータ鮮度維持→サービス品質が向上。

従 来
【取組分類】
「維持管理の

高度化・効率化」

課 題

・附図利用者は事務所での
閲覧が必要であり、かつ紙媒
体であり利用が容易では無い。

・事務所ごとに紙媒体で管理
されているため、本庁との情
報共有が難しい。

最新附図のデジタル化
(R5.3)

ネットからいつでも、どこからでも
台帳附図の閲覧が可能に

【R7以降の取組⽅針】
・DoboX上に県管理道路の附図全てが展開された状態を目指す
・台帳附図の毎年の更新内容をDobox上に反映させる

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・公開されている附図に未展開のものがある
・最新の附図データがDoboxに展開できていない

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

具
体
な
取
組

将来計画将来計画広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

インフラ
マネジメント基盤
（◎Dobox）

Open
Data

●県⺠による台帳附図閲覧

画⾯イメージ

附図

【R4年度まで 附図デジタル化】 【R6年度 台帳附図の一般公開】

附図データへの位置情報を付与し
DoboX上で展開（R6.4）

紙媒体の附図
デジタル化

附図Data

R６年度 R７年度

・道路台帳附図のデジタル(pdf)
化作業発注

・県内部で最新附図データ共有開始
・Doboxとの連携

・国が整備するデータベースとの連携協議
・オープンデータ利用促進のため、関係機
関の利用促進策を検討
・未展開附図の公開に向けたデータ整理

公開

【R7年度 公開情報の適正化】

配置場所不明附図の位置特定
附図データの更新

修正・更新

R7取組
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令和７年度の取組
・サイバーポートとの連携に向けたシステム改修（～令和８年３月（予定））

・サイバーポートで情報公開をしている県内すべての港湾の施設諸元について、随時データを更新（４月～）

港湾・漁港台帳閲覧の利便性向上 ⑦-11港湾・漁港台帳閲覧の利便性向上 ⑦-11

【将来像】
・港湾・漁港台帳が電子システムで一元的に管理されており、確認時間の短縮など業務の効率
化が向上している。
・最新データにより正確な情報を得られる。

従 来
【取組分類】

「維持管理の高度化・
効率化」

課 題

・港湾・漁港台帳や地図システム
が各管理主体で個別管理さ
れており、外部からの問い合わ
せ等に対し、確認に時間を要
する。

・管理者間で更新情報の共有
が確実には出来ていない。

【R7以降の取組⽅針】
・漁港台帳のデジタル化に向けて、既存の台帳、図⾯の整理（データ補完等）
・県独自のデータベース検討

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・漁港台帳や地図システムが一元的に管理されておらず、各管
理主体で個別管理されており、外部からの問い合わせ等に対し、
確認に時間を要する。
・管理者間で更新情報の共有が確実には出来ていない。

R7取組

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・広島港の台帳データ化
（港湾関連データ連携基
盤構築のモデル対象）
【サイバーポート】

・港湾・漁港台帳、図面の整備
・デジタル化及び管理データの整備方針検討
・港湾漁港台帳管理システムの構築

具
体
な
取
組

・尾道糸崎港・福山港
の台帳データ化
【サイバーポート】

・地方港湾の台帳デー
タ化【サイバーポート】

【R7年度 県システムとの連携に向けた調整】

Dobox

Doboxを介したアセットマネジメントシステムと
サイバーポートとの連携に向けたシステム改修

アセットマネジメ
ントシステム

サイバーポート
（維持管理情報）

連携

地図データ

港湾台帳

R7.3〜県内全ての港湾施設
の諸元などがサイバーポート上
で閲覧可能に

【R6年度︓サイバーポートへの提供】

サイバーポート
（維持管理情報）

令和７年度の取組
・導入機種の種別、設置個所、保安体制等の検討及び関係事業者との詳細調整（４月～）
・国と連携した広島港におけるPSカードの導入に向けた設計業務（９月～令和８年３月）

デジタル技術を活用した港湾保安対策の高度化・効率化 ⑦-12デジタル技術を活用した港湾保安対策の高度化・効率化 ⑦-12

【将来像】

・ソーラスゲートの出⼊り管理、モニター監視などの現場保安業務がデジタルシステムで一元的に管理されてお
り、確認時間の短縮など業務の効率化が図られている。
・他の国際港湾との連携により、往来する船舶の保安情報等の共有も図られ、より強固な保安体制の構築
が図られている。

従 来
【取組分類】

「維持管理の高度化・
効率化」

課 題

・広島港などの国際埠頭施設は、
国際的な保安の確保のため、
制限区域の設定・管理・監視、
ゲートにおける出⼊り管理など
が義務付けられているが、警
備員による監視などアナログ
対応が多く、非効率な管理と
なっている。

【R7以降の取組⽅針】
・広島港での保安対策の⾼度化実施及び効果検証
・広島港以外への展開検討

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・広島港などの国際埠頭施設は、国際的な保安の確保の
ため、制限区域の設定・管理・監視、ゲートにおける出⼊り
管理などが義務付けられているが、警備員による監視などア
ナログ対応が多く、非効率な管理となっている。

R7取組

広島港での保安対策の⾼度化検討

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・国や他港の状況も踏まえ、
ソーラスゲート管理の自動化
検討・実施
・他の国際港湾との連携

・モニターの高度化や増設など環境
整備
・国の港湾保安部局との連携・共有

具
体
な
取
組

・ソーラスゲートへのPSカー
ド読み取り機等の設置
・広島港でのさらなる保安
高度化検討
・県内他港への展開検討

・保安対策における
課題の整理
・広島港の保安高度
化検討
・監視カメラ（デジタル
仕様）の更新

【R7年度︓高度化検討】

PSカードの導⼊検討及び設計

【R6年度まで︓広島港の監視カメラ更新】

⽼朽化した監視カメラを更新
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令和７年度の取組
・現場技術者向け研修内容や現場見学会実施に向けた関係業界との意見交換会を開催（８月）
・市町の建設事業者を対象としたICT体験セミナーを市町と連携し開催（12月）
・市町職員を含めた発注者を対象としたデジタルリテラシー向上に資する研修・講座の実施（７月）

建設分野におけるデジタルリテラシー向上に係る研修の実施 ⑧-01建設分野におけるデジタルリテラシー向上に係る研修の実施 ⑧-01

従 来
【取組分類】

「人材育成と官⺠連携」

課 題

・建設分野全体において、デジ
タル技術の導⼊・転換を図っ
ていく必要がある

・職員や建設事業者等のデジタ
ルリテラシーが不⾜している

【R7以降の取組⽅針】
・市町職員を含めた受講機会及び内容の拡充
・現場技術者向け講座の受講機会の拡充

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・職員のデジタルリテラシー向上が途上段階にある
・ICTの活用などが一部の事業者に留まっている

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R8年度以降

具
体
な
取
組・デジタルリテラシー向上に係る研修内容や研修

対象者、研修の運営手法の検討
・職員向けデジタル技術等に関する研修の開始

・建設事業者等にデジタルリテラシー向上に係る研修の拡大
・他県の先進事例を踏まえ、階層に応じた研修内容を検討

【R7年度 現場技術者向け講座の受講機会の拡充】【R6年度までの主な取組状況】

意見交換会
（現場技術者）

デジフラ講座
（県・市町職員）

研修等 （回数）年月

3D CAD研修（２回）R6.7

CIM活用・ICT活用講座（各２回）R6.6、7

デジフラ講座（１回）R6.7

ドローン操作研修（10回）R6.7、8

ICTチャレンジ・ステップアップ実践講座（９回）
ICT現場見学会（９回）、ICT体験セミナー（１回）

R6.10～R7.3

・建設事業者との意見交換によるニーズ把握
・3次元データ作成などの実践的な内容の講習を開始
・大学との包括協定等に基づく職員向け講習会やリカレント教育の推進

・建設分野における新たな取組や国等の
動向を踏まえて新たな研修を検討・開催

・ICT活用工事の市町普及
に向け、国と連携した支援
を開始
・ICT活用工事の経験者向
け講習を開始

【将来像】

・建設分野における関係者のデジタルリテラシー向上により、i-Constructionなどの取組が拡大し、建設分野の
⽣産性が向上している。
・ビッグデータ等の活用が進み、新たなサービスや付加価値が創出されている。

【市町職員を含めた受講機会及び内容の拡充等】

デジフラ講座
（県・市町職員）

意見交換会
（現場技術者）

ドローン操作研修
（県職員）

年 月 研 修 等 （ 回数 ）

R7.7 　3D CAD研修（２回）

R7.7、8 　CIM活用・ICT活用講座（各２回）

R7.7 　デジフラ講座（１回）

R7.6～11 　ドローン操作研修（18回）

R7.10～R8.2
　ICTチャレンジ・ステップアップ実践講座（９回）
　ICT現場見学会（10回）、ICT体験セミナー（３回）

令和７年度の取組
・市町の建設事業者を対象としたICT体験セミナーを２市と連携し計画（９月～）
・シンポジウムにおいてデータ利活用に向けた講演を実施（６月）
・県内４大学の学生を対象に、民間企業と連携しオープンデータ活用に関する講座を実施（８月）

建設分野におけるＤＸ推進のための官民協働体制の構築 ⑧-02建設分野におけるＤＸ推進のための官民協働体制の構築 ⑧-02

【将来像】

・官⺠の協働体制が構築され、建設分野のDXが推進されている。
・協働体制の構築により、個々で検討しているアイデアがミックスされ、新たなサービスや
付加価値が創出されている。

従 来
【取組分類】

「人材育成と官⺠連携」

課 題

・デジタル技術やデータを活用し
た取組を官⺠が個々に実施

・課題の共有や効果的な取組
の検討などを官⺠が連携して
⾏う場がない

【R７以降の取組⽅針】
・官⺠の協働体制を構築し、連携体制を継続・強化して新たなサービス・付加価値の創出に取り組む
・防災・建設分野などの各分野でデータの利活用を推進（②-03で推進）

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・官⺠の協働体制構築が一部に留まっている
・データ利活用は防災・建設分野に留まっている

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・県内市町や業界団体
などを対象に意見交換
・体制構築に向けた勉
強会の開催

R8年度以降

具
体
な
取
組

・協働体制（会議体）構
築に向けた意見交換会
・実証や講習など具体な
取組の検討

・協働体制を通じた情報
共有や意識醸成
・具体な取組等の推進

【令和７年度 官⺠連携体制の継続・強化】【令和６年度までの主な取組状況】

支援取組の様子 集中講義の様子

シンポジウムの様子

・大学生を対象に民間企業と連携した
データ利活用による地域課題解決に向
けた取組を開始

■i-Constructionの更なる普及拡大に向け官⺠連携体制を強化
○ 業界団体（広島建設⻘年交流会、広島建設業協会連合会⻘年部会）と県の担当者が意⾒交換
○ 経験者のみでなく未経験者がICT活用に取り組めるようなサポートや仕組みの構築が必要との意⾒
○ 意⾒を踏まえ、業界や市町と連携した講習会・現場⾒学会などを開催し推進体制を構築

集中講座の様子

シンポジウムの様子
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令和７年度の取組
・技術者セミナー（若手・中堅対象）において、建設ＤＸ関連の内容を含む講習を実施（１月予定）
・ひろしま建設フェア2025において、建設ＤＸ関連のブース展示（ﾄﾞﾛｰﾝﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀ体験・ipadで３Ｄ体験等）を実施（11月）
・高校生等を対象とした建設業体験会で建設ＤＸ関連の体験を予定（１月）

建設現場の魅力発信（i-Constructionの推進） ⑧-03建設現場の魅力発信（i-Constructionの推進） ⑧-03

【将来像】
・ICT等のデジタル技術を導入することで、経験が少ない若者や女性が就業しやすく、異業種からも
転職しやすい、魅力的な建設産業となっている。

従 来
【取組分類】

「人材育成と官⺠連携」

課 題

・建設産業の担い手の高齢化が
進むと同時に、若年者や⼥性の
⼊職者も少ないことから、担い手
不⾜が常態化している

・知識や経験を求められる作業が
多く、他産業からの転職が難しい

【R７以降の取組⽅針】
・技術者セミナーにおいて、建設DX関連の講習内容を拡充
・建設現場におけるデジタル技術の活用状況を学⽣向け説明会、建設業体験会等で発信（⑧-01の実践的講習会と連携）
・動画コンテンツ等を活用したホームページ等での情報発信

将来像

【将来像と現状（R6）とのギャップを踏まえた課題】
・若者（30歳未満）就業者の割合が低い（約１割）
・⼥性就業者の割合も低い（約２割）

【R6年度までの取組状況】

技術者セミナーにおいて、若⼿技術者が
建設DXに特化したセミナーを受講（R6.11）

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

・イベント等での幅広い対象への魅力発信（展示・体験）
・図書館を拠点としたi-Constructionに関する情報発信
・学校説明会等の実施
・技術者を対象としたＷｅｂセミナーでの普及活動

R8年度以降

具
体
な
取
組

・ＤＸ関連事業の効
果的な広報の検討

・ＤＸ関連事業の効果的な広報の具体化
・業界団体等と連携し、動画等を活用して魅
力発信

【R7年度 建設DX関連のブース展⽰】

建設フェアにおいて、次世代（小学⽣等）が
ドローンフライトシミュレータ体験（R6.10）

建設フェアにおいて、次世代（小学⽣等）が
ipadで３Ｄ体験（R7.11）

35


